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本マニュアル（案）を運用するにあたっての注意事項

１．本マニュアルの適用範囲
本マニュアルは、四国地方整備局において公共建築工事標準仕様書、公共建築改修

工事標準仕様書、木造建築工事標準仕様書及び建築物解体工事共通仕様書（以下、仕
様書）を適用して行う土木営繕工事を適用の対象とする。
なお、設計図書（別冊の図面、特記仕様書、特記仕様書の補足事項及びこれらに対

する質問回答書）については、変更契約時も含め発注者が作成をするものである。

２．用語の定義
本マニュアルで使用する用語についての解釈は以下のとおりとする。
「監督職員等」：監督職員等とは、監督職員及び現場技術員のことをいう。
「ａ様式」：四国地方整備局土木営繕独自様式をいう。
「ｂ様式」：国総研（国土技術政策総合研究所）様式をいう。

３．本マニュアルに掲載している様式
本マニュアルに掲載している「ａ様式」については、四国地方整備局ホームページ

から取得することができます。
（http://www.skr.mlit.go.jp/kikaku/dobokueizen/index.html）
「企画部」→「土木営繕関係」
また、「ｂ様式」（国総研様式）についても、下記の国土技術政策総合研究所ホーム

ページから取得することができます。
ただし、国総研様式をダウンロードして使用する場合は、様式中の工事請負契約書

中の条項を最新の条項に適宜修正すること。（今回改定の本資料では、令和２年１０月
１日改定版にて修正し記載しています。）
（http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/index.html）
「工事関連情報・工事関連の様式集」→「土木工事共通仕様書を適用する請負工事に
用いる帳票様式」
なお、ＩＳＯ等で自社書式がある場合は、使用する書式が次の①又は②を満たして

いることを監督職員に確認のうえ使用ができるものとする。
①使用する書式に、発注者が示した書式の項目を含んでいること。
②補足資料が添付されることにより、発注者が示した書式の項目を含んでいること。

４．工事関係書類一覧表
本マニュアルに掲載する工事書類については、次項に一覧表として掲載している。

５．工事関係書類の提出
工事関係書類のうち、押印の必要の無い書類については、電子メール等による提出

のみでも認めるものとするが、事前協議にて確認しておくこと。

６．提示を求める書類について
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提示とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員に対し工事に係わる
書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。よって提示については工事打
合せ簿を作成する必要は無い。
工事実施にあたって作成が必要と思われる工事書類のうち、下記については提出す

る必要は無いものとする。ただし、工事中又は完成検査時に提示を求める場合がある。
①建設業退職金共済証紙配布の受け払い簿
②出面表
③工事使用車両車検証、保険証
④安全活動実施の記録
（災害防止協議会（規約、議事録、その他）等、店社パトロール、安全教育・訓
練等、安全巡視、TBM・KY等、新規入場者教育）

⑤仮設備点検等実施の記録
（過積載防止対策、機械・車両等点検整備等、重機操作時安全点検記録等、山
留め・仮締切等の点検及び管理記録、足場・支保工の組立完了時・使用中の点
検及び管理記録）

⑥関係機関調整等実施の記録
（関係官署等、近隣住民・入居官署等、関連工事等）

⑦材料納入伝票
⑧産業廃棄物管理票（マニフェスト）
⑨契約書第５７条１項（火災保険等）かかる保険契約を締結した証券又はこれに
代わるもの

７．その他
本マニュアルにおける記載例は、あくまでも記事の記載方法の一例であり、記載例

をもって提出等を求めているものでは無い。
設計図書と工事書類作成に関する事前の協議に応じて、適切に作成するものとする。
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R3年3月改定版 四国地方整備局　河川工事課
表中の■は作成必須、□は工事内容等により協議し適用する。

提示

■必須
□協議

監督
職員

契約
担当課

発注
担当課

受注者
保管

1 契約時 省略 工事請負契約書 工事請負契約書 ■ ○ ○ ○ -

2 契約時 省略 変更契約書 工事請負契約書 ■ ○ ○ ○ -

3 契約時 省略
建設リサイクル法１２条に
基づく事前説明

建設リサイクル法１２条 □ ○ ○ ○
建設リサイクルガイドライン
様式３　別表１～３

-

4 契約後 b01 現場代理人等通知書 工事請負契約書第１０条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.1 5

5 契約後 b02 経歴書 工事請負契約書第１０条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.1 (2) 6

6 契約後 b03
現場代理人等変更通
知書

工事請負契約書第１０条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.1 (3) 7

7 契約後 b04 請負代金内訳書 工事請負契約書第３条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.2 8

8 契約後 b05 （契約）工程表 工事請負契約書第３条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.3 (1) 9

9 契約後 b06 （変更契約）工程表 工事請負契約書第３条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.3 (2) 10

10 契約後 b07
建設業退職金共済制度
の掛金収納書

現場説明書（指導事項） ■ ○ ○ 国総研様式 No.4 11

11 契約後 b08
請求書（前金払、中間
前金払、完成ほか）

工事請負契約書第３５条 □ ○ ○ 国総研様式 No.5 (1) 13

12 契約後 b09
請求内訳書（部分払い
の場合）

工事請負契約書第３８条 □ ○ ○ 国総研様式 No.5 (2) 14

13 契約後 b10
請求内訳書（国債部分
払いの場合）

工事請負契約書第４２条 □ ○ ○ 国総研様式 No.5 (3) 15

14 契約後 b11
請求内訳書（指定部分
払いの場合）

工事請負契約書第３９条 □ ○ ○ 国総研様式 No.5 (4) 16

15 契約後 a02
ISO9001認証取得活用
監督業務申請書

標準仕様書 □ ○ ○ 17

16 契約後 省略
工事実績登録内容確認書
（受注登録）

標準仕様書 ■ ○ ○
メール送信につき提出の必要無いが「登録のための
確認のお願い」は発注者の確認を受けること。 19

17 工事中 － ◆
火災保険等加入状況報告
書（証券等の写し）

工事請負契約書第５７条 □ ○ ○
工事請負契約書第50条第1項に係
る保険以外は保険内容を通知

20

18 工事中 b12 　 ＶＥ提案書 特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ 国総研様式 No.6 (1)～(4) 22

19 工事中 b13 　 工事打合せ簿 標準仕様書 ■ ○ ○ ○ 国総研様式 No.9 26

20 工事中 a31 ◆
電子納品事前協議
チェックシート

特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 36

21 工事中 省略 ◆
建設リサイクル法１１条に
基づく通知内容の通知

建設リサイクル法１１条関連 □ ○ 　
建リ法11条に基づく知事への計画の通知に関する
取扱要領（別紙様式、別表イ・ロ） 38

22 工事中 a03 ◆
契約書第１８条に基
づく設計図書の確認

工事請負契約書第１８条 ■ ○ ○
入札時積算数量書に対する確認追
加

43

23 工事中 a04 ◆ 施工体制台帳 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 参考様式（監理技術者補佐欄ほか追加） 49

24 工事中 a05 ◆ 再下請負通知書 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 参考様式（事業者ＩＤ記載の追加） 56

25 工事中 a06 ◆ 施工体系図 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 参考様式（監理技術者補佐欄ほか追加） 60

26 工事中 a07 ◆ 作業員名簿 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 参考様式（新規追加様式） 62

27 工事中 a08 　
技術者及び保険関係
確認表

工事請負契約書第７条 □ ○ ○ 外国人従事状況確認欄追加 63

28 工事中 a09 ◆ 実施工程表 標準仕様書 ■ ○ ○
参考様式（フォローアップ報告及び週休
２日現場閉所日の記載例）

64

29 工事中 － ◆ 総合施工計画書 標準仕様書 ■ ○ ○ 68

30 工事中 － ◆ 工種別施工計画書 標準仕様書 ■ ○ ○ 71

31 工事中 a10 ◆
技術提案履行状況報告
書

入札説明書 □ ○ ○
総合評価方式（Ⅰ型、Ｓ型）の場合
適用

73

32 工事中 － ◆ 施工図等 標準仕様書 ■ ○ ○ 77

33 工事中 － ◆ 設備機器承諾図等 標準仕様書 ■ ○ ○ 78

34 工事中 － ◆
材料の品質等を証明
する資料

標準仕様書 □ ○ ○ 使用材料リスト（任意様式）にて作成 79

35 工事中 a11 ◆ 合法木材証明書 標準仕様書 □ ○ ○
参考様式（証明する内容に応じて任
意の様式でも可）

81

36 工事中 a12 　 工事材料搬入報告書 標準仕様書 ■ ○ ○ 　 84

37 工事中 a13 ◆
建設汚泥の再生利用に関す
る実施状況書類

建設汚泥の再利用に関
するガイドライン

□ ○ ○
建設汚泥の再生利用に関する実施要領（要
領様式2～4） 87

38 工事中 a14 　
一工程の施工確認報
告書

標準仕様書 ■ ○ ○ 103

39 工事中 a15 ◆
絶縁抵抗値測定記録報告
書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 105

40 工事中 a16 ◆
接地抵抗値測定記録報告
書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 111

41 工事中 a17 ◆
ｺﾝｾﾝﾄ極性・電圧値測定記
録報告書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 113

42 工事中 a18 ◆ 照度測定記録報告書 標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 115

43 工事中 a19 ◆
テレビ電界強度測定記録
報告書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 117

44 工事中 a20 ◆
冷房・暖房・温度（湿度）・
風量・騒音測定報告書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 119

45 工事中 a21 ◆
浄化槽放流水質報告
書

浄化槽法第７条第１項
による検査報告

□ ○ ○ 参考様式 122

P.

土木営繕工事関係書類一覧表（案）

書
類
番
号

提出
時期

様式
No.

表紙
添付
◆

書類名 作成根拠

作成の
要否

書類作成者 受注者書類作成の位置づけ

備考
（参照様式）発注者 受注者

提出先
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R3年3月改定版 四国地方整備局　河川工事課
表中の■は作成必須、□は工事内容等により協議し適用する。

提示

■必須
□協議

監督
職員

契約
担当課

発注
担当課

受注者
保管

P.

土木営繕工事関係書類一覧表（案）

書
類
番
号

提出
時期

様式
No.

表紙
添付
◆

書類名 作成根拠

作成の
要否

書類作成者 受注者書類作成の位置づけ

備考
（参照様式）発注者 受注者

提出先

46 工事中 a22 ◆
室内空気中の化学物質の
測定記録報告書

標準仕様書 □ ○ ○ 参考様式 124

47 工事中 a23 ◆
六価クロム試験結果
報告書

特記事項 □ ○ ○ 参考様式 127

48 工事中 － ◆
アスベスト建材使用箇所
等の事前調査

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ 129

49 工事中 － ◆
材料・機材の検査に伴う試
験結果報告書

標準仕様書 □ ○ ○ 130

50 工事中 b14 工事履行報告書 工事請負契約書第１１条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.14 132

51 工事中 b15
請負工事既済部分検
査請求書

工事請負契約書第３８条 □ ○ ○ 国総研様式 No.19 133

52 工事中 b16
工事の部分使用につ
いて

工事請負契約書第３４条 □ ○ ○ ○ 国総研様式 No.22 134

53 工事中 b17 支給品受領書 工事請負契約書第１５条 □ ○ ○ ○ 国総研様式 No.24 135

54 工事中 b18 支給品精算書 工事請負契約書第１５条 □ ○ ○ ○ 国総研様式 No.25 136

55 工事中 b19 現場発生品調書 □ ○ ○ ○ 国総研様式 No.28 137

56 工事中 a24 工事週報 標準仕様書 □ ○ ○
参考様式（週休２日現場閉所日の
記載例）

138

57 工事中 a25 工事月間工程表 標準仕様書 □ ○ ○
参考様式（週休２日現場閉所日の
記載例）

141

58 工事中 a26 是正等措置請求書 工事請負契約書第１２条 □ ○ ○ ○ ○
公共建築工事標準書式 No.25 (1)～
(3)  【本省の標準様式】

143

59 工事中 省略
工事実績登録内容確認書
（変更登録）

標準仕様書 ■ ○ ○
メール送信につき提出の必要無いが「登録のための
確認のお願い」は発注者の確認を受けること。 19

60 工事中 b20 認定請求書 工事請負契約書第３５条 □ ○ ○ 国総研様式 No.15 146

61 工事中 b21 指定部分完成通知書 工事請負契約書第３９条 □ ○ ○ 国総研様式 No.16 148

62 工事中 b22 指定部分引渡書 工事請負契約書第３９条 □ ○ ○ 国総研様式 No.17 149

63 工事中 b23 工期延期届 工事請負契約書第２２条 □ ○ ○ 国総研様式 No.23 150

64 工事中 b24
天災その他不可抗力
による損害の通知

工事請負契約書第３０条 □ ○ ○ 国総研様式 No.51 151

65 完成時 a27 工事に係る賃金又は物価変動に基づく
請負代金額の変更請求について 工事請負契約書第２６条 □ ○ ○

公共建築工事標準書式 No.8
【本省の標準様式】

152

66 完成時 b26 修補完了届 工事請負契約書第３２条 □ ○ ○ 国総研様式 No.21 153

67 完成時 b27 完成通知書 工事請負契約書第３２条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.29 154

68 完成時 b28 引渡書 工事請負契約書第３２条 ■ ○ ○ 国総研様式 No.30 155

69 完成時 省略
工事実績登録内容確認書
（竣工登録）

標準仕様書 ■ ○ ○
メール送信につき提出の必要無いが「登録のための
確認のお願い」は発注者の確認を受けること。 19

70 完成時 a28 予備品等引渡通知書 標準仕様書 ■ ○ ○
公共建築工事標準書式 No.23
【本省の標準様式】

156

71 完成時 a29 ◆
創意工夫・社会性等に
関する実施状況

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ 157

72 完成時 省略 工事写真 標準仕様書 ■ ○ ○
「営繕工事写真撮影要領」に基づき
電子媒体により提出

-

73 完成時 － 工事完成図 標準仕様書
特記仕様書の補足事項

■ ○ ○
建築工事設計図書作成基準、建築設備工事
設計図書作成基準に基づき作成 -

74 完成時 － 完成写真 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 　 -

75 完成時 省略 ◆ 再生資源利用計画書（実施書）及び再生
資源利用促進計画書（実施書） 特記仕様書の補足事項 □ ○ ○

再生資源利用計画書（実施書）及び再生資源
利用促進計画書（実施書）

161

76 完成時 a30 覚書（設備工事関係）
標仕（設備関係）：機材
の検査に伴う試験

□ ○ ○ 164

77 完成時 a32 電子媒体納品書 特記仕様書の補足事項 ■ ○ ○ 166

78 完成時 省略 保全に関する資料 標準仕様書 □ ○ ○
建築物等の利用に関する説明書は本省ＨＰ
の作成の手引き及び作成例参照 -

79 その他 省略
公共事業労務費調査
票

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ ※対象工事選定時に摘要 -

80 その他 省略
工事コスト調査（共通
費実態調査）

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ ※低入札受注時に摘要 -

81 その他 a33 ◆
地下埋設物確認書
（写し）

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ 167

82 その他 a34
工事事故報告書
（暫定報告時）

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○
報告書作成指示後は建設工事事故
データベースシステム(SAS)

171

83 その他 a35
交通誘導警備員集計
表

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○
参考様式（土木工事積算の手引き
「安全費」よりの引用）

176

84 その他 省略
専用通信回線等の停
止申請

特記仕様書の補足事項 □ ○ ○ 　 179

85 その他 a36 路上規制予定表 特記仕様書の補足事項 □ ○ ○
四国ブロック道路情報管理センター
への報告手順より

180

　
　※１ 　「－」は任意の資料、書式による。

　　　　　「省略」は、各システムにより作成を行うもの。

　※２ 　表紙添付◆とは、様式№１９（国総研様式 No.9　工事打合せ簿）を添付する。

　※３　「国総研様式：ｂ様式」は国土技術政策総合研究所ＨＰ[ http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/index.html ]から取得することが可能。H30.4.10版

　（注意）国総研様式をダウンロードして使用する場合は、様式中の工事請負契約書の条項を最新の条項に適宜修正すること。（本資料では令和２年１０月１日改定版にて記載）
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【書類番号　４】　現場代理人等通知書

受注者は、工事請負契約締結後速やかに発注者に提出する。また、現場代理人等を変更した場合
　は、その都度変更届を提出する。

建設業法改正（令和２年１０月１日施行）に基づき監理技術者補佐を設置する場合は、当面の間
　本様式に加筆修正等して対応するものとする。

様式－ｂ０１

年月日：
分任支出負担行為担当官

四国地方整備局
殿

（ 受注者）
○○建設㈱

代表取締役　 ○○○○　 印

付けをも っ て請負契約を締結し た 工事に

ついて工事請負契約書第10条に基づき 現場代理人等を下記のと おり 定めたので別紙

経歴書を添えて通知し ます。

現場代理人氏名

主任技術者又は ←適用し ない場合は見え消し

監理技術者氏名※

監理技術者補佐氏名※ ←建設業法改正による新規項目

専門技術者氏名

※「 資格者証（ 写し ） 」 を添付する。

記

←適用し ない場合は見え消し

現　 場　 代　 理　 人　 等　 通  知  書

令和1年8月2日

○○事務所長　 ○○○○

住所　 ○○県○○市○○町○○

令和1年8月1日 令和●年度●●新築

●●　 ●●

■■　 ■■

▲▲　 ▲▲

5



【書類番号　５】　経歴書

現場代理人等通知書に添付する。変更があった場合も同じ。

様式－ｂ０２

年月日：

（現場代理人等氏名●●●●） ㊞

＊は、必要により記載する。

＊工　事　経　歴

＊最　終　学　歴 ●●県立●●高等学校建築科
昭和●●年３月卒業

資格及び資格番号
一級建築施工管理技士
（昭和●●年●月●日取得　12345678号）
監理技術者資格（有効期限令和●年●月●日第00012345号）

＊職 歴 ▲▲工業㈱建築部　昭和●●年４月～平成３０年６月
●●建設㈱工事部　平成３０年７月～現在

●●市役所庁舎増築工事　平成●年●月　監理技術者
●●病院耐震改修工事　　令和●年●月　担当技術員

生　年　月　日 昭和●●年●月●日

令和1年8月2日

経　　歴　　書

現　　住　　所 ●●市●●町１２３－４５６

6



【書類番号　６】　現場代理人等変更通知書

　配置技術者の変更にあたっては、四国地方整備局建政部発行の「建設業法のポイント」
も参照して下さい。
　建設業法改正（令和２年１０月１日施行）に基づき監理技術者補佐を設置する場合は、
当面の間、本様式に加筆修正等して対応するものとする。

様式－ｂ０３

年月日：

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局

殿

（ 受注者）
㈱○○建設

印

工 事 名

付けで通知し た上記工事の現場代理人及び技術者を下記

のと おり 変更し たいので、 別紙経歴書を添え、 契約書第10条にも と づき 通知し ます。

記

※「 資格者証（ 写し ） 」 を添付する。

(注)1． 新現場代理人等の記入内容は様式－b01に準ずる。

2． 変更する現場代理人等区分には、 下記から 該当する区分を記載する
・ 現場代理人
・ 主任技術者
・ 監理技術者
・ 監理技術者補佐
・ 専門技術者

令和1年8月2日

××　 ×× ◎◎　 ◎◎

変　 更　 事 由

会社を９ 月３ ０ 日付け退職のため

現場代理人等変更年月日 令和元年１ ０ 月１ 日

変更する現場代理人等区分 主任技術者

旧現場代理人等氏名 新現場代理人等氏名

令和1年9月30日

○○事務所長　 ○○○○

○○県○○市○○町○○

現 場 代 理 人 等 変 更 通 知 書

令和元年度　 ●●新築工事

代表取締役　 ○○○○
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【書類番号　７】　請負代金内訳書

　受注者は、請負代金内訳書を作成し、監督職員を通じて契約締結後１４日以内に発注者
に提出する。（様式－ｂ０４）
　また、受注者は、請負代金内訳書の作成に際して、監督職員が貸与する電子データに
必要事項を入力するものとする。監督職員への提出は、紙で出力した請負代金内訳書に
捺印したもの、及び入力済みの電子データの両方を監督職員へ提出する。

様式－ｂ０４

年月日：
分任支出負担行為担当官

四国地方整備局
○○事務所長　○○○○　殿

（受注者）○○県○○市○○町○○
㈱○○建設
代表取締役　○○○○ 印

～ 迄

工事価格のうち、現場労働者に関する健康保険、厚生年金保険及び雇用保険の

法定の事業主負担額 円）

請負代金内訳書

工 事 名 　令和○○年度　○○新築工事
契約年月日　令和○○年○月○日

工　期 　令和○○年○月○日 　令和○○年○月○日

費　目 工　　種 種別 細別 規　格 単位 員　数 単価 金　額

※内訳書は、監督職員が貸与する電子データに必要事項を
入力するものとする。
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【
書

類
番

号
　

８
】

　
（

契
約

）
工

程
表

　
受

注
者

は
、

請
負

工
事

契
約

書
第

３
条

に
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定
す

る
工

程
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下
の
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式

で
契
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締
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後

１
４
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に
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て
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だ

さ
い

。
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０
５
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●

●
●
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受
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締
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●

●
●
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種

　
1
　

工
種

は
工

事
数
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を
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す
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日
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月
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日
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●
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●
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●
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新

築
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1
1
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1
1
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1

月
月

1
1

月
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2

1
1
1

2
1

1
1
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舎
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築
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設
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】
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６
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●
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●
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●
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を
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●
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●
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築
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囲
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【書類番号１０】 建設業退職金共済制度の掛金収納書について
（様式ｂ０７）

受注者は、建設業退職金共済制度の掛金収納書を（様式ｂ０７）に添付して工事契約

締結後１ヶ月以内に発注者に提出する。

また、共済証紙を追加購入したときも、工事完成時までに建設業退職金共済制度の掛

金収納書を発注者に提出する。

また、期限内に掛金収納書を提出できない事情がある場合又は請負代金額の増額変

更があった場合において、共済証紙を追加購入しなかったときは、その理由を工事打

合せ簿に記載して発注者に提出する。

《証紙を購入しない理由として考えられる事例》
・全て、他の退職金制度の対象社員・労働者による施工である。
・手持ち分のうち、●●枚を使用する。
手持ち分使用後は、本工事に対し●●枚を追加購入予定である。

・建設業退職金共済組合に加入していない。
・その他（理由）

なお、発注者は、共済証紙の購入状況を把握する必要があると認めるときは、共済証

紙の受払簿の提示を求めることがある。

《共済証紙受払簿の様式は、以下よりダウンロードが可能》

「建設業退職金共済事業本部」→「ダウンロード」→「各種申請書」

（http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/download/download01.html）
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【書類番号１０】　建設業退職金共済制度の掛金収納書

様式－ｂ０７

建設業退職金共済制度の掛金収納書

年月日：

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局

殿

（受注者）

　 　

建設業退職金共済組合証紙購入報告

下記のとおり証紙を購入したので当該掛金収納書を添付して報告します。

工事名 工　　期

契約年月日 契約金額

共済証紙購入金額 ￥

掛金収納書を貼る（契約者から発注者用）

(注) 添付する掛け金収納書は中小企業主に雇われる場合は赤色、
大手事業主に雇われる場合は青色

令和○○年○月○日 ￥○○，○○○,○○○

○,○○○,○○○

○○事務所長　○○○○

○○県○○市○○町○○
㈱○○建設
代表取締役　○○○○　印

令和○○年度○○新築工事
自：令和○○年○月○日
至：令和○○年○月○日
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【書類番号１１】　請求書

様式－ｂ０８

年月日：

請求書（ ）

支出官又は資金前渡官吏（官職氏名）
殿

請求者　（住所）

（氏名）

下記のとおり請求します。

請求金額 ￥

ただし、次の工事の )として

工事名

契約日

契約金額 ￥

振込希望金融機関名 店

預金の種別

口座番号

口座名義

フリガナ

振込指定コード番号

(注)1．

2．

3．

印

（　　　）には前払金、中間前払金、部分払金、指定部分完済払金、
完成代金の別を記入すること。

部分払金を請求する場合は、請求内訳書（部分払の場合又は国債部分
払の場合）を添付すること。

指定部分完済払代金を請求する場合には、請求内訳書（指定部分払の
場合）を添付すること。
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【書類番号１２】　請求内訳書（部分払い）
様式－ｂ０９

（部分払の場合）

1. 請負代金額 （A） ￥

2. 前払金額 （B） ￥

3. 出来高金額 （C） ￥

4. （D） ￥

5.
（E=C-D） ￥

6. ￥ B/A= ％
≒ ％

7. 今回請求する金額 ￥

（注） 1.

2.工事請負契約書第38条第6項及び第7項により算出

請　　求　　内　　訳　　書

前回までの出来
高金額

（6）欄の末尾にはB/Aの割合を記入すること。ただし、B/Aの率は1％未満は切上
げ、今回請求する金額は1,000円単位に切り下げて丸めること。

今回の出来高金
額

請求し得る金額 (E×(9/10-B/A))
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【書類番号１３】　請求内訳書（国債部分払い）
様式－ｂ１０

（国債部分払の場合）

￥

￥

￥

前回までの受領済額

前会計年度までの出来高予定額

\
出来高超過

\

￥ % ≒ %

￥

￥

（注） 1.A≧Bの場合は、C～Gまでは記入しない。
2.C欄の金額は、円以下銭まで算出すること。
3.F欄の率は、小数点以下は切り上げること。
4.今回請求する金額は、千円未満を切り捨てること。
5.工事請負契約書第42条第2項（a）により算出する。
6.

イ D欄については「前会計年度までの受領金額」とする。
ロ E欄については「前会計年度までの出来高予定額」とする。

7.

請　　求　　内　　訳　　書

区　　　　分 金　　額 備　　　考

請負代金相当額 A

今回請求する年度までの各
年度の出来高と出来高予定
額の総額

B

A×9/10 C

D ￥（前会計年度までの支払金額＋
　当該会計年度の部分払金額)

当該会計年度前払金額/
当該会計年度の出来高予定額

F

前会計年度までの出来高予
定額＋
出来高超過

E ￥

請求し得る金額
C－D-（A－E）×F

G

今回請求する金額

請負代金相当額は出来高金額（工事請負契約書第38条第2項に基づく既済
部分検査後の協議済額）とする。

工事請負契約書第42条第2項（b）を採用した場合（中間前払金）は、次の
とおり読み替えるものとする。

ハ F欄については「
当該会計年度の前払金＋当該会計年度の中間前払金

」
当該会計年度の出来高予定額
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【書類番号１４】　請求内訳書（指定部分払い）

様式－ｂ１１

（指定部分払の場合）

￥ a' a"

￥ b' b"

￥ c' c"

￥ d'

(注) 1.各計算は次によるものとする。
b'＝a'/A×B（円未満は切り上げること）
b"＝B－b'
D＝a'－b'-c'

2.上記b'の計算は国債工事以外の場合に使用し、国債工事の場合は、
契約担当が指示する。

請　　求　　内　　訳　　書

区分
総額

内訳
名称 指定部分 その他

前払金額 B

請負代金額 A

請求し得る金額 D

前回までの出来高
部分払金受領済額

C

16



【書類番号１５】 ＩＳＯ９００１認証取得活用監督業務申請書について

（様式ａ０２）

受注者においてＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務の取扱いを受ける場合は、

総括監督職員に対して工事請負契約転結の日から１４日以内に、ＩＳＯ９００１認証取

得活用監督業務申請書（様式ａ０２）に必要書類を添付して提出する。
申請方法その他は、特記仕様書の補足事項（ＩＳＯ９００１適用工事における適用）

による。

17



【書類番号１５】　ISO9001認証取得活用監督業務申請書

様式－ａ０２

令和　　年　　月　　日

総括監督員

四国地方整備局

殿

　

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

１．

２．

３．

４．

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

工 期 自：令和　　年　　月　　日　　至：令和　　年　　月　　日

ISO９００１認証取得活用監督業務等申請書

　　　　　　　　

　　　　　

　　　　　　　工事について、ＩＳＯ９００１認証取得を活用した監督業務等の取扱いを受けた
く、下記のとおり申請します。

記

工 事 名

契約締結日 令和　　年　　月　　日

平成　　年度及び令和　　年度に完成した地方整備局の所掌する全ての営繕工

事（又は土木工事）の工事成績評定の写し

⑥に該当工事が無い場合は、ＩＳＯ９００１認証の取得以降における地方整備

局の所掌する直近の工事成績評定の写し

添 付 書 類

ＩＳＯ９００１認証の取得に係る登録証の写し

ＩＳＯ９００１の審査に係る直近の審査報告書の写し

②の審査における合否判定結果の写し

本工事を担当する内部組織がISO９００１認証を取得していることを示す書類

ＩＳＯ９００１認証の範囲が、本工事の内容に一致していることを示す書類

代表者印
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【書類番号１６，５９，６９】

工事実績登録内容確認書について（工事実績情報サービス（CORINS）登録）

受注者は、受注時、変更時、完成時、訂正時に工事実績情報として作成した「登録の

ための確認のお願い」を作成し、コリンズから監督職員にメール送信し、監督職員の確

認（工事打合せ簿不要）を受けたうえで、登録機関（ＪＡＣＩＣ）に登録申請する。ま

た、登録機関発行の「登録内容確認書」は、コリンズ登録時に監督職員にメール送信さ

れる。

（１）登録対象工事

当初契約時または変更契約時において工事請負代金額が５００万円以上の工事

（２）登録時期

１）受注時：契約後、土・日曜日、祝日等を除き１０日以内

２）変更時：変更があった日から土・日曜日、祝日等を除き１０日以内

３）完成時：工事完成後（竣工後）１０日以内

４）訂正時：適宜

また、変更時と完成時の間が１０日間に満たない場合は、変更時の登録を省略で

きる。

※登録方法については、（一財）日本建設情報総合センター(JACIC)ＨＰを参照

( http://chp.jacic.or.jp/ )
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【書類番号１７】 火災保険等加入状況報告書について

特記仕様書の補足事項により火災保険への付保が定められた工事にあっては、工事請

負契約書第５７条（火災保険等）に基づき、特記仕様書の補足事項に定められた時期に

工事目的物及び工事材料等を火災保険に付保する必要がある。

保険契約を締結したしたときは、証券等加入状況の確認できるものを直ちに発注者に

提示しなければならない。

ただし、工事請負契約書第５７条第１項の規定の保険以外の保険に付した場合は、そ

の旨を工事打合せ簿により通知すること。
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【書類番号１７】　火災保険等加入状況報告書（契約書第57条第1項の保険以外の場合）

　

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

ので、保険内容を添えて通知します。

※注）契約書第57条第1項にかかる保険以外の保険に付した場合に通知が必要。

工事目的物及び工事材料について、契約書第５７条第３項に該当する火災保険に加入しました

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　■通知　　□承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

 

火災保険等加入状況について
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【書類番号１８】　ＶＥ提案書
　　受注者は、請負工事契約書第１９条の２（設計図書の変更に係る乙の提案）に基づき、
　施工方法等の設計図書の変更について提案する場合に「VE提案書」にて提出する。

様式－ｂ１２(1)

年月日：

　　　（発注者）　殿

（受注者） 　　　　　印

　契約書第１９条の２に基づきＶＥ提案書を提出いたします。

番　号 概算低減額：千円

ＶＥ提案の概要              　　  注）記入欄が不足する場合には、様式－b12(1)の２として

Ｖ　Ｅ　提　案　書

工事件名： 連絡者
　　氏　名

契約締結日： 　　ＴＥＬ
　　ＦＡＸ

                                　　  追記して下さい。なお、概算低減額は、提案を審
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　査する上で参考とするものです。

項　目　内　容

概　　算　　低　　減　　額　　合　　計
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様式－ｂ１２(2)

 番　号 項　目　内　容

【現状】 【改善
案】

略図等

（１）設計図書の定める内容と、ＶＥ提案の内容の対比

略図等

（２）提案理由

（３）ＶＥ提案の実施方法（材料仕様、施工要領等を記入）

（４）品質保証の証明（品質保証書の添付等）

（５）その他
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様式－ｂ１２(4)

番　号 項目内容

（２）ＶＥ提案が採用された場合に留意すべき事項（提案内容の公表に係る所見等）

（１）工業所有権等の排他的権利を含むＶＥ提案である場合、その取扱いに関する事項
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【書類番号１９】 工事打合せ簿（様式ｂ１３）

工事打合せ簿（以下「打合せ簿」という。）は、発注者及び受注者が工事施工状況につ
いてお互いに確認しあい、行き違いのないように書類に記録しておく重要な書類である。
打合せ簿の作成においては、設計図書の要求事項を明確にするとともに、それを確認

できる必要最小限の関係書類を添付する。また、各種打合せ簿への適用条文の記載は、
監督職員との協議による。

（１）各事項の定義（公共建築（改修）工事標準仕様書１章１．１．２）、書類作成上の
具体的留意点
１）指示
指示とは、契約図書の定めに基づき、監督職員が受注者に対し、工事の施工上必要な

事項について書面をもって示し、実施させることをいう。
実務上では、監督職員は工事内容の変更等について打合せ簿により受注者に指示し、

受注者は指示内容（施工位置、数量、形状寸法、品質、概算金額（参考値）、延長必要日
数、その他指示事項等）を確認のうえ、監督職員に回答する。
また、工事請負契約書第１８条（条件変更等）により、受注者からの協議又は報告等

の回答をもって指示を行う場合もある。

２）協議
協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者又は監督職員と受注者が

対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。
実務上では、受注者からの打合せ簿により監督職員に協議される場合が多い。
協議内容の多くは、設計図書と工事現場の状態の不一致等によるものと考えられ、こ

の場合、積算数量及び構造変更等設計変更に関わる事項が多いので、十分な現地調査、
構造の検討（設計図書の照査（標仕 1.1.8）の範囲を超えるものに該当しない場合）を行
い、協議内容（理由、対策検討の内容、数量、形状寸法、施工方法、概算金額（参考値）、
延長必要日数等）を打合せ簿で明確に記載して協議を行わなければならない。
なお、協議の根拠となる説明資料（標仕や積算基準等のコピー）は、原則として添付

を要しないものとする。

３）通知
通知とは、発注者又は監督職員と受注者又は現場代理人の間で、工事の施工に関する

事項について、書面により互いに知らせることをいう。

４）承諾
承諾とは、契約図書で明示した事項について、発注者若しくは監督職員または受注者

が書面をもって了解することをいう。
承諾事項は品質管理に関する項目が多く、承諾を受ける内容を明確に記入するととも

に、必要な最小限の関係資料を添付する。

５）報告
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報告とは、受注者が監督職員に対し、工事の状況または結果について書面をもって知
らせることをいう。
報告内容には事故、苦情、施工中の異常発見などがあり、打合せ簿により監督職員に

報告される。この場合、遅延なく、的確に監督職員に報告しなければならない。

６）提出
提出とは、監督職員が受注者に対し、または受注者が監督職員に対し工事に係わる書

面またはその他の資料を説明し、差し出すことをいう。
提出事項は、施工計画書等の書類、材料の見本または資料の提出等、施工前の処置事

項が多く、提出が遅延すると工程に影響を来すので留意する。

（２）工事関係書類の標準様式
打合せ簿の他、工事書類の各様式のうち、様式 NO が”ｂ”の様式については、国土

技術政策総合研究所ホームページの様式（国総研様式）を使用するものとする。
なお、帳票様式については、インターネットからダウンロード可能。
国土交通省ホームページ（http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000052.html）

「1．監督・検査・工事成績評定」→「（１）監督・検査基準等」→「［H30.10.31］「工事
関係書類の標準様式」の改定について」からダウンロードできる。

（※ｂ様式：土木営繕工事関係書類一覧表備考欄に国総研様式 No ○○と記載の様式）
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【書類番号１９】　工事打合せ簿

様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

添付図 葉、その他添付図書

□協議

します。

処
理 □その他

年月日：

□協議 □提出 □受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日：

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（指示例）

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　■指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

１．○○の変更（追加）について

　下記のとおり指示する。

内容
・場所：○○樋門上屋
・追加内容：○○設備配管を追加施工

２．参考
①概算金額：約○○百万円増（減）額の見込み。（工事費ベース）
②延長必要日数約○○日増の見込み。（必要により記載）
③補足
・本指示における概算金額（及び延長必要日数）は、あくまでも概算値によるものであり、
後日の契約変更に係る協議のための参考値である。
・本指示に関する契約変更については、後日（可能であれば「○年○月頃」）、工事請負
契約書第２５条（工期の変更を伴う場合は第２４条）により、変更協議を行う予定である。

添付図 15 葉、その他添付図書

□協議

します。

処
理 □その他

年月日：

□協議 □提出 □受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について ■承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（協議例）

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について ■指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　■協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

１．○○杭の打ち込み不能について

　○○杭打ち込みが、設計図書の深度に達する前に不能になり、対策工を別添のとおり
施工したく、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）　４章４．１．３に基づき協議します。

２．参考
①概算金額：約○○百万円増（減）額の見込み。（工事費ベース）
②延長必要日数約○○日増の見込み。（必要により記載）

　※記載例文中の標仕の章・節・号の記載は、監督職員と協議して省略しても良い。

添付図 葉、その他添付図書 ○○杭施工対策工検討書一式

□協議

します。

処
理 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□協議 □提出 □受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日：

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（通知例1）

発議者 ■発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　■通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

１．建設リサイクル法第１１条の通知について

　○年○月○日、○○棟解体に係る建設リサイクル法第１１条に基づく通知を別紙様式
  及び別添イ、ロにより○○市○○課に通知しましたので通知します。

添付図 葉、その他添付図書 建設リサイクル法第１１条に基づく通知書（○○棟）

□協議

します。

処
理 □その他

年月日：

□協議 □提出 □受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□提出 □報告 ■受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者

31



様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（通知例2）

発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　■通知　　　□承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

１．契約書第１８条の２に基づく入札時積算数量書に対する確認請求について（通知）

　　入札時積算数量書における数量について疑義がありますので、別紙及び根拠資料
　を添付して確認を請求します。

　（回答記載案）
　　①違算無しの場合
　　　　入札時積算数量書における別紙の数量積算について、違算がなかったことを
　　　確認したので報告します。

　　②違算ありの場合
　　　　確認請求のあった入札時積算数量書における数量について確認したので、
　　　協議します。

添付図 葉、その他添付図書 数量積算根拠資料一式

□協議

します。

処
理 □その他

年月日：

□協議 □提出 ■受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（承諾例）

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 ■承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　■承諾　　　□報告　　　□提出

□その他

工事名

１．レディーミクストコンクリート工場について

　標準仕様書６章６．４．１に基づき別紙のとおり工場の選定を行いましたので承諾願いま
す。

２．○○工○○の施工図について
　別紙のとおり作成しましたので承諾願います。

※記載例文中の標仕の章・節・号の記載は、監督職員と協議して省略しても良い。

添付図 10 葉、その他添付図書 ○○工場品質管理計画一式

□協議

します。

処
理 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□協議 □提出 □受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日：

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（報告例）

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　■報告　　　□提出

□その他

工事名

１．近隣等との折衝記録について

　➀工事施工にあたっての、工事関係車両進入計画について、地域住民等への計画
　　　説明を別紙にて行いますので標準仕様書　１章１．３．７に基づき報告します。

　②工事施工にあたり、工事車両進入計画についての改善要望について、別添内容
　　　のとおり地域住民より連絡がありましたので報告します。

２．台風○○号通過に伴う現場状況確認結果について

　台風○○号通過後の現場点検結果を別添のとおり報告します。
　なお、点検結果異常等がないことを確認しましたので作業再開します。

　※記載例文中の標仕の章・節・号の記載は、監督職員と協議して省略しても良い。

添付図 葉、その他添付図書 ○月○日付け●●地区自治会協議記録

□協議

します。

処
理 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□協議 □提出 ■受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日：

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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様式－ｂ１３

（ ）

（内容）

・

工 事 打 合 せ 簿　　（提出例）

発議者 □発注者 □受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

上記について □指示 □承諾

発議事項
　□指示　　　□協議　　　□通知　　　□承諾　　　□報告　　　■提出

□その他

工事名

１．地盤の載荷試験結果について

　公共建築工事標準仕様書　４章４．２．５に、基づき添付図書のとおり提出します。

　※記載例文中の標仕の章・節・号の記載は、監督職員と協議して省略しても良い。

添付図 　　 葉、その他添付図書 ○○箇所平板載荷試験結果報告書

□協議

します。

処
理 □その他

年月日： ○○年○○月○○日

□協議 □提出 ■受理

発
注
者

回
答 □その他

年月日：

□提出 □報告 □受理 します。

受
注
者

上記について □承諾

総　括
監督員

主　任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監　理）
技術者
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【書類番号２０】 電子納品に係る事前協議チェックシートについて
（様式ａ３１）

１． 工事着手に先立ち、工事期間を通じて作成する工事関係書類の、利用ソフト環境、

情報交換等の方法、納品、検査方法等を「事前協議チェックシート」を用いて事前

協議を行う。

なお、総括打合せと併せて協議を行う場合は総合施工計画書の一部とし、工事打合

せ簿の添付は省略できる。
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【書類番号２０】　電子納品事前協議チェックシート
様式－ａ３１ 《記載例》※記載のソフト名等は一例であり、適宜最適なものを使用すること。

～

■ 適用要領・基準類

■ 官庁営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン【営繕工事編】 （ ）

■ 営繕工事電子納品要領 （ ）

■ 建築工事設計図書作成基準 （ ）

■ 建築設備工事設計図書作成基準 （ ）

■ 営繕工事写真撮影要領 （ ）

□ （ ）

■ 利用ソフト環境

■ ： 書類関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

： 図面関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

： 写真関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

■ ： 書類関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

： 図面関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

： 写真関係 [ ] （ﾌｧｲﾙ形式： ）

■ 情報交換・共有方法

① 電子的な交換・共有 ■ 行う □ 行わない

② 電子的な交換・共有方法 ■ 電子メール

□ ＡＳＰ

（ｼｽﾃﾑ名： ）

□ その他（ ）

■ 電子納品対象書類

■

□

■ 電子媒体納品分類

① ： 3 部 ） ： ） ： ）

② ： 3 部 ） ： ） ： ）

③ ： 3 部 ） ： ） ： ）

■ 電子納品基本情報

※工事管理ファイル（INDEX_C.XML）を作成する場合は、下記の工事管理項目を参照する。

・ ：

・ ：

・ ：

・ ：

・ ：

■ 工事検査方法等

① 検査方法 □ 電子媒体 □ 書面及び電子媒体 ■ 書面

② 電子媒体検査対象書類 ■ 電子納品対象書類（工事書類） ■ 電子納品対象書類（工事写真）

■ 電子納品対象書類（完成写真） □ その他（ ）

建築物識別ｺｰﾄﾞ 70305101201 （11桁：発注者が定める「建築物識別ｺｰﾄﾞ」とする。）

受注者ｺｰﾄﾞ 50001734000 （11桁：発注者が定める「業者ｺｰﾄﾞ」とする。）

施設識別ｺｰﾄﾞ 70305101 （ 8桁：発注者が定める「施設識別ｺｰﾄﾞ」とする。）

工事番号 1988625310008 （14桁：発注者が定める「負担行為件名ｺｰﾄﾞ」とする。）

発注者ｺｰﾄﾞ 02108108 （ 8桁：CORINSが定める「発注機関ｺｰﾄﾞ」とする。）

JOLIET

完成写真 提出部数（ 提出形式（ CD-R 書込形式（ JOLIET

工事写真 提出部数（ 提出形式（ CD-R 書込形式（

ISO9660：ﾚﾍﾞﾙ1

※発注者への電子ファイルを送信する場合、ファイルの容量は２０
Mbyte未満とする。
※提出方法については監督職員との協議による。

※詳細な利用方法については、別途発注者と協議のうえ決定する。

完成図、工事写真、完成写真

工事書類 提出部数（ 提出形式（ CD-R 書込形式（

発 注 者 Microsoft Excel 2010 xlsx

ｊｗ-cad Ver7.11 jww

Windowsﾌｫﾄﾋﾞｭｰｱ JPEG

受 注 者

電 子 納 品 事 前 協 議 チ ェ ッ ク シ ー ト （土木営繕工事用）

工 事 名 　令和元年度●●新築工事 工 期 令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

令和元年版

令和元年版

平成２８年版

平成３０年版

平成３１年版
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【書類番号２１，７５】
建設リサイクル法（１１条）に基づく通知内容について

（再生資源利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書））

１．作成時期毎の作成資料
（１）工事着手前

① 受注者は建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（以下、建設リサイ
クル法）に基づき、建設副産物情報センターの「建設副産物情報交換システム
（COBRIS）」により作成した「再生資源利用計画書」及び「再生資源利用促進
計画書」（別表イ・ロを含む）を監督職員に提出する。
なお様式は、原則「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」にて作成を行う。

② 監督職員は、建設リサイクル法１１条の規定に基づき、通知書（別紙様式）
に「再生資源利用（促進）計画書」（別表イ・ロ）を添えて着工の７日前までに
都道府県知事等へ通知する。
監督職員は、都道府県知事等へ通知された旨を通知内容とともに受注者に通

知する。

（２）工事中
「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」に再生資源利用（促進）の実施

状況を随時入力する。監督職員が再生資源利用（促進）実施書」の提出を求め
た場合は、速やかに提出する。

（３）工事完了時
「建設副産物情報交換システム（COBRIS）」にて全ての実施状況を入力した

「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員に提出す
る。

（４）様式等
以下の建設副産物情報センターのホームページよりダウンロードが可能。
（http://www.recycle.jacic.or.jp/）

２．産業廃棄物管理票（マニフェスト）について
産業廃棄物の処理責任は、廃掃法上排出事業者が負うこととされているが、排出事

業者がその運搬又は処理を委託する場合、廃棄物の種類、運搬先毎に産業廃棄物管理
票（マニフェスト）を発行することとされている。
受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあっては、産業廃棄物管理票（紙マニフ

ェスト）又は電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確かめるととも
に監督職員に提示しなければならないものとし、提出を求めるものではない。
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【書類番号２１】　建設リサイクル法１１条に基づく通知内容の通知

関係機関への通知に必要な計画書（別表イ、ロ）を作成し、監督職員に提出する。

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

　建設リサイクル法に基づき、再生資源利用計画書（別表イ）及び再生資源利用促進計画書

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

《工事着手前：建設リサイクル法１１条の通知用の記載例》

再生資源利用計画書及び再生資源利用促進計画書の提出について

（別表ロ）について別添のとおり提出します。

※注）計画書は「建設副産物情報交換システム（COBRIS）により作成してください。

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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（別紙様式）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

令和 年 月 日
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

●●県知事　殿
　 　

通知者官職　 印

氏名
官庁所在地

担当者
ＴＥＬ

特定建設資材の利用に関する計画の通知　　　   　　　　　別表イ

特定建設資材廃棄物の発生量の見込みの通知       　　　別表ロ

※受付欄 ※決裁欄 　 　

令和 年 月 日

第 号

係員印

●●河川国道事務所長
●●　●●

通 知 書

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１１条の規定により別表の
とおり通知をします。
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％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％

締
め

ｍ
3

締
め

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ｍ
3

ｍ
3

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

ト
　

ン
ト

　
ン

％

コ
ー

ド
*
5

コ
ー

ド
*
6

コ
ー

ド
*
7

コ
ー

ド
*
8

コ
ー

ド
*
9

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
つ

い
て

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

物
に

つ
い

て
再

生
資

材
の

供
給

元
に

つ
い

て
施

工
条

件
に

つ
い

て
コ

ン
ク

リ
ー

ト
に

つ
い

て
1
.生

コ
ン

2
.無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
3
.そ

の
他

1
.表

層
2
.基

層
1
.現

場
内

利
用

1
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

あ
り

1
.再

生
生

コ
ン

2
.再

生
無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
3
.そ

の
他

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
3
.上

層
路

盤
4
.歩

道
2
.他

の
工

事
現

場
（
陸

上
）

2
.再

生
材

の
利

用
の

指
示

な
し

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
1
.有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
2
.そ

の
他

5
.そ

の
他

（
駐

車
場

舗
装

、
敷

地
内

舗
装

等
）

3
.他

の
工

事
現

場
（
海

上
）

1
.再

生
有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
2
.そ

の
他

木
材

に
つ

い
て

土
砂

に
つ

い
て

4
.再

資
源

化
施

設
木

材
に

つ
い

て
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

等
で

、
利

用
し

た
1
.木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.木

質
ボ

ー
ド

1
.道

路
路

体
2
.路

床
3
.河

川
築

堤
5
.ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

1
.再

生
木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

2
.再

生
木

質
ボ

ー
ド

再
生

材
（
製

品
）
の

中
に

、
新

材
が

混
入

し
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

に
つ

い
て

4
.構

造
物

等
の

裏
込

材
、

埋
戻

し
用

6
.そ

の
他

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

物
に

つ
い

て
て

い
る

場
合

で
あ

っ
て

も
、

新
材

混
入

分
を

1
.粗

粒
度

ア
ス

コ
ン

5
.宅

地
造

成
用

6
.水

面
埋

立
用

1
.再

生
粗

粒
度

ア
ス

コ
ン

含
ん

だ
再

生
資

材
（
製

品
）
の

利
用

量
を

2
.密

粒
度

ア
ス

コ
ン

（
開

粒
度

及
び

改
質

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

を
含

む
）

7
.ほ

場
整

備
（
農

地
整

備
）

2
.再

生
密

粒
度

ア
ス

コ
ン

（
開

粒
度

及
び

改
質

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

を
含

む
）

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
3
.細

粒
度

ア
ス

コ
ン

4
.ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
8
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

3
.再

生
細

粒
度

ア
ス

コ
ン

4
.再

生
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
5
.加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

砕
石

に
つ

い
て

5
.再

生
加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

土
砂

に
つ

い
て

1
.舗

装
の

下
層

路
盤

材
土

砂
に

つ
い

て
1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
2
.舗

装
の

上
層

路
盤

材
1
.第

一
種

建
設

発
生

土
2
.第

二
種

建
設

発
生

土
3
.第

三
種

建
設

発
生

土
4
.第

四
種

建
設

発
生

土
5
.浚

渫
土

6
.土

質
改

良
土

3
.構

造
物

の
裏

込
材

、
基

礎
材

4
.第

四
種

建
設

発
生

土
5
.浚

渫
土

6
.土

質
改

良
土

7
.建

設
汚

泥
改

良
土

8
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

7
.建

設
汚

泥
改

良
土

8
.再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

9
.山

砂
、

山
土

等
の

購
入

土
、

採
取

土
そ

の
他

に
つ

い
て

（
利

用
用

途
を

具
体

的
に

記
入

）
9
.山

砂
、

山
土

等
の

購
入

土
、

採
取

土
砕

石
に

つ
い

て
砕

石
に

つ
い

て
1
.ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

4
.単

粒
度

砕
石

1
.再

生
ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.再

生
粒

度
調

整
砕

石
3
.鉱

さ
い

5
.ぐ

り
石

、
割

ぐ
り

石
6
.そ

の
他

4
.そ

の
他

そ
の

他
に

つ
い

て
（
再

生
資

材
の

名
称

を
具

体
的

に
記

入
）

そ
の

他
に

つ
い

て
（
再

生
資

材
の

名
称

を
具

体
的

に
記

入
）

注
1
:再

生
資

材
利

用
量

に
つ

い
て

裏
面

に
も

御
記

入
く
だ

さ
い

合
　

　
　

計

の
み

記
入

）

合
　

　
　

計

そ
の

他

砕
　

石

合
　

　
　

計
そ の 他 の 建 設 資 材

土
　

砂

（
再

生
資

材

合
　

　
　

計

混
合

物

合
　

　
　

計

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

合
　

　
　

計

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材

再
生

資
材

の
供

給
元

場
所

住
所

再
生

資
材

の
名

称

特 定 建 設 資 材

コ
ン

ク
リ

ー
ト

合
　

　
　

計

木
　

材

利
用

率
種

類
内

容
住

所
コ

ー
ド

B
/
A

×
1
0
0

注
：
コ

ー
ド

＊
5
～

9
は

下
記

欄
外

の
コ

ー
ド

表
よ

り
数

字
を

選
ん

で
く
だ

さ
い

。
※

解
体

工
事

に
つ

い
て

は
、

建
築

面
積

を
御

記
入

い
た

だ
か

な
く
て

も
結

構
で

す
。

建
　

設
　

資
　

材
　

（
新

材
を

含
む

）
再

　
生

　
資

　
材

　
の

　
供

　
給

　
元

再
生

資
源

分
　

類
小

 分
 類

規
　

格
主

な
利

用
用

途
利

　
用

　
量

（
A

)

コ
ー

ド
＊

5
コ

ー
ド

*
6

コ
ー

ド
*
7

コ
ー

ド
*
8

*
4

コ
ー

ド
*
9

再
生

資
材

の
供

給
元

施
設

、
工

事
等

の
名

称
供

給
元

施
工

条
件

年
月

日
構

　
造

使
　

途

㎡

工
 事

 概
 要

 等

施
工

条
件

の
内

容
平

成

日
ま

で
再

資
源

化
等

が
完

了
し

た
年

月
日

延
 床

 面
 積

平
成

年
月

工
　

期
平

成
年

㎡
地

下
階

府
県

町
村

月
日

か
ら

0
,0

0
0

建
 築

 面
 積

区
階

　
数

地
上

階

工
事

施
工

場
所

都
道

市

0
,0

0
0

工
　

事
　

名
請

負
金

額
左

記
金

額
の

う
ち

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
の

再
資

源
化

等
に

要
し

た
費

用

－

調
査

票
記

入
者

F
A

X
(

)

T
E
L

(
)

月
日

号

(
)

会
 社

 所
 在

 地

工
事

責
任

者
発

 注
 機

 関
 名

担
当

者
建

設
業

許
可

　
ま

た
は

解
体

工
事

業
登

録

表
面

1
.工

事
概

要
発

注
担

当
者

チ
ェ

ッ
ク

欄
請

 負
 会

 社
 名

記
入

年
月

日
Ｈ

.
年

T
E
L

記
入

の
必

要
は

有
り

ま
せ

ん
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別
表

ロ
再

生
資

源
利

用
促

進
計

画
書

　
－

建
設

副
産

物
搬

出
工

事
用

－
建

築
工

事
に

お
い

て
、

解
体

と
新

築
工

事
を

一
体

的
に

施
工

す
る

場
合

は
、

解
体

分
と

1
.工

事
概

要
表

面
に

必
ず

ご
記

入
下

さ
い

新
築

分
の

数
量

を
区

分
し

、
そ

れ
ぞ

れ
別

に
様

式
を

作
成

し
て

下
さ

い
。

2
.建

設
副

産
物

搬
出

計
画

現
場

内
利

用
の

欄
に

は
、

発
生

量
（
掘

削
等

）
の

う
ち

、
現

場
内

で
利

用
し

た
も

の
に

つ
い

て
御

記
入

く
だ

さ
い

。
コ

ー
ド

*
1
4
（
コ

ー
ド

*
1
3
で

「
7
.内

陸
処

分
場

」
を

選
択

し
た

場
合

の
み

記
入

）

1
.山

砂
利

等
採

取
跡

地
2
.処

分
場

の
覆

土
3
.池

沼
等

の
水

面
埋

立
4
.谷

地
埋

立
5
.農

地
受

入
6
.そ

の
他

搬
出

先
受

入
地

の
種

類
の

用
途

ｺ
ｰ

ﾄﾞ
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
3
ヶ

所
ま

で
記

入
で

き
ま

す
。

4
ヶ

所
以

上
に

ど
ち

ら
か

に
○

を
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
ｺ
ｰ

ﾄﾞ
②

+
③

+
⑤

*
1
0

*
1
1

わ
た

る
時

は
、

用
紙

を
換

え
て

下
さ

い
。

付
け

て
下

さ
い

千
百

十
一

*
1
3

*
1
4

（
注

２
）

km
ト

ン
ト

ン

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン
ト

ン

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

％

コ
ー

ド
*
1
0

コ
ー

ド
*
1
1

コ
ー

ド
*
1
2

コ
ー

ド
*
1
3
（
詳

細
は

「
表

－
４

」
参

照
の

こ
と

）
1
.路

盤
材

2
.裏

込
材

1
.焼

却
2
.脱

水
施

工
条

件
に

つ
い

て
3
.埋

戻
し

材
3
.天

日
乾

燥
1
.Ａ

指
定

処
分

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

4
.そ

の
他

（
具

体
的

に
記

入
）

（
発

注
時

に
指

定
さ

れ
た

も
の

）
1
.他

の
工

事
現

場
（
内

陸
：
公

共
、

民
間

を
含

む
）

6
.最

終
処

分
場

（
海

面
処

分
場

）
現

場
外

搬
出

量
④

の
う

ち
、

搬
出

先
の

種
類

2
.Ｂ

指
定

処
分

（
も

し
く
は

準
指

定
処

分
）

2
.再

資
源

化
施

設
（
土

質
改

良
プ

ラ
ン

ト
を

含
む

）
7
.最

終
処

分
場

（
内

陸
処

分
場

）
（
コ

ー
ド

*
1
3
）
が

1
.～

5
.の

合
計

（
発

注
時

に
は

指
定

さ
れ

て
い

な
い

が
、

3
.有

償
売

却
（
工

事
請

負
会

社
が

建
設

副
産

物
を

売
却

し
、

8
.建

設
発

生
土

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
（
再

利
用

工
事

未
定

）
発

注
後

に
設

計
変

更
し

指
定

処
分

と
さ

れ
た

も
の

）
代

金
を

得
た

場
合

）
9
.焼

却
施

設
・
最

終
処

分
場

へ
持

ち
込

む
た

め
の

中
間

3
.自

由
処

分
4
.建

設
発

生
土

ス
ト

ッ
ク

ヤ
ー

ド
（
再

利
用

工
事

が
決

ま
っ

て
い

る
処

理
施

設
場
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【書類番号２２】 契約書第１８条に基づく設計図書の確認（様式ａ０３）

１．設計図書等に関する確認

受注者は、契約書第１８条第一項から第五項に係る設計図書の確認を行い、該当

する事実がある場合は、様式ａ０３－１に確認事項を記載し、「工事打合せ簿」

を添付のうえ監督職員に提出する。
なお、総括打合せと併せて確認を行う場合は、工事打合せ簿の添付は省略できる。

該当する事実が無い場合には資料を監督職員へ提示でよい。

また、「設計図書の照査」の範囲については、『直轄請負工事における設計変更ガイ

ドライン(案)』によるものとする。

『直轄請負工事における設計変更ガイドライン(案)』については、以下よりダウン

ロードが可能。

四国地方整備局ホームページ（http://www.skr.mlit.go.jp/）→「企画部」→「技術管理
」→「工事発注・契約関係」→「直轄請負工事における設計変更ガイドライン（案）」

工事請負契約書 第１８条（条件変更等）

受注者は、工事の施工に当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、その旨を直ちに

監督職員に通知し、その確認を請求しなければならない。

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと

（これらの優先順位が定められている場合を除く）。

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。

三 設計図書の表示が明確でないこと。

四 工事現場の形状、地質、湧水等の状態、施工上の制約等設計図書に示された自然

的又は人為的な施工条件と実際の工事現場が一致しないこと。

五 設計図書で明示されていない施工条件について予期することのできない特別な事態が生じたこと。

受注者より、上記に係る通知・確認の請求を受けた場合は、総括打合せ、設計施

工調整会議等により、その事実等の確認を行うものとし、特に理由がある場合を除

き改めて協議する必要は無い。

また、事実確認や設計見直しなど時間を要するものを除き、発注者は速やかに講

じ打合せ簿の「通知」等にて指示、承諾、時間を要する案件については指示予定日

の回答をすること。

２．入札時積算数量書に関する確認
受注者は、請負工事契約書第１８条の２に基づき、入札時に発注者が示した

入札時積算数量書（一式とされた細目（設計図書において施工条件明示された項目
は除く）を除く）に記載された積算数量に疑義が生じた場合はその旨を直ちに監督
職員に通知し、その確認を請求することができる。
① 入札時積算数量書（一式とされた細目（設計図書において施工条件が明示さ
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れた項目を除く）を除く）に記載された積算数量に疑義が生じた場合は、様式

ａ０３－１により提出する。なお、様式ａ０３－２には数量の根拠資料を添
付すること。

工事請負契約書 第１８条の２（入札時積算数量書に疑義が生じた場合における確認の請求等）

受注者は、入札時に発注者が示した入札時積算数量書（一式とされた細目（設計図書において施工

条件が明示された項目を除く。）を除く。以下単に「入札時積算数量書」という。）に記載された積算

数量に疑義が生じたときは、その旨を直ちに監督職員に通知し、その確認を請求することができる。

ただし、当該疑義に係る積算数量の部分の工事が完了した場合、確認を求めることができないものと

する。

２ 前項の請求は、入札時積算数量書における当該疑義に係る積算数量と、これに対応する受注者が入

札時に提出した工事費内訳書における当該数量とが同一であると確認できた場合にのみ行うことがで

きるものとする。

３ 監督職員は、第１項の請求を受けたとき又は自ら入札時積算数量書に記載された積算数量に誤謬又

は脱漏を発見したときは、直ちに確認を行わなければならない。

４ 前項の確認の結果、入札時積算数量書の訂正の必要があると認められるときは、発注者は受注者と

協議して、これを行わなければならない。

５ 前項の訂正が行われた場合において、発注者は、請負代金額の変更の必要があると認められるとき

は、第２４条に定めるところにより、当該変更を行うものとする。この場合おける同条第１項本文の

規定による協議は、訂正された入札時積算数量書に記載された積算数量に基づき行うものとする。
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【書類番号２２】　契約書１８条に基づく設計図書の確認（設計図書関係の事例）

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　 　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

契約書第１８条に基づく設計図書の確認結果について別添のとおり通知します。

工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者 ■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　■通知　　□承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

契約書第１８条に基づく設計図書の確認結果について
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【書類番号２２】　契約書１８条に基づく設計図書の確認

　設計図書の確認結果を質問形式で下記に記入し、工事打合せ簿を添付して監督職員

に提出する。工事着手前においては、総括打合せ等で協議、回答を行う。

様式－ａ０３－１ 　

確　　認　　事　　項 処　理　・　回　　答

添付図　　　　　葉、その他添付図書

　　質疑事項が多い場合に使用。

工事請負契約書第１８条に基づく設計図書の確認

《記載例》

倉庫棟（１）において、図面●（断面詳細図）と図面■（構造図）
において、柱○○の高さ寸法が異なって表示されています。階
高にも影響しますので確認をお願いします。

《記載例》

照明器具＜Ｂ＞については、電気設備図（照明器具の姿図と
参考品番）がともに廃版になっています。また、器具の台数に
ついても現設計の台数では、事務室としての計画照度が確保
できない可能性があります。併せて確認願います。
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【書類番号２２】契約書１８条に基づく設計図書の確認（入札時積算数量書の事例）

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

■その他（　回答　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

■その他（　承諾　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

（発注者側回答案）

①違算無しの場合

　　入札時積算数量書における別紙の積算数量について違算が無かった事を確認したので

報告します。

②違算有の場合

　確認請求のあった入札時積算数量書における数量について確認したので協議します。

確認を請求します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　■通知　　□承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

契約書第１８条の２に基づく入札時積算数量書に対する確認請求について

　入札時積算数量書における数量について疑義がありますので、別紙及び根拠資料を添付して
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【書類番号２２】契約書１８条に基づく設計図書の確認（入札時積算数量書の事例）

様式－ａ０３-2

契約書第１８条の２第１項及び第４項に該当する場合の記載例

数量 単位 数量 単位

1 24 鉄筋 躯体 異形鉄筋 SD345 D25 85.4 t 過小(103t) 資料01 103 t 数量修正

2 32 防水 外部 アスファルト防水 A-1 立ち上がり 57.5 m2 過大(42.2m2) 資料02 39.8 m2 数量修正

3 40 左官 内部 床モルタル塗り 厚さ　２８ 64 m2 過大(70m2) 資料03 64 m2 違算無し

4 ー 仕上げユニット内部 収納庫 W900D450H2000 0 箇所 脱漏（図54） 資料04 4 箇所 数量追加

工事請負契約書第１８条の２に基づく入札時積算数量書の確認

No.

入札時積算数量書確認項目 確認結果

頁 科目 中科目 細目 適用
当初 疑義の

内容
備考

確認数量
結果

入札時積算数量書に記載されている数量・単位

を記入する

・入札時積算数量書に対する疑義の内容

（過小、過大、脱漏）等を記入する。

受注者記載

・疑義があるものは全て記載する。

疑義がある度に、その都度作成する。

・No.については、当該請求の通し番号とする。

発注者記載
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【書類番号２３～２６】 施工体制台帳・施工体系図（様式ａ０４～０７）

１．対象工事

当該工事を施工するために下請契約を締結した工事。

２．施工体制台帳及び施工体系図の作成方法

施工体制台帳作成は、建設業以外（警備業除く
※
）作成は不要です。

四国地方整備局建政部発行の「建設業法のポイント」を参照して下さい。

（URL http://www.skr.mlit.go.jp/kensei/sangyou/01_kensetu/point/index.html）

元 施工体制台帳に記載すべき内容 施工体制台帳に添付すべき書類

《元請負人に関する事項》 ○発注者との契約書の写し

○発注者から請け負った工事内容 ○下請負人との契約書の写し

請 ○建設業許可の内容 （注文書・請書及び基本契約書又は約款等の写し）

○配置技術者の氏名と資格内容 ○監理技術者資格者証の写し（専任を要する場合は必要）

○健康保険等の加入状況 又は現場の配置技術者となりうる資格を有することを証

○一号特定技能外国人の従事の状況 する書面（国家資格の合格証明書の写し等）

○外国人建設就労者等の従事の状況 ○専門技術者等を置いた場合は資格を証明できるものの写

○外国人技能実習生の従事の状況 し（国家資格の合格証明書の写し等）

○監理技術者等の雇用関係を証明できるものの写し（健康

《一次下請負人に関する事項》 保険証等の写し）

○下請契約した工事の内容

○施工に必要な建設業許可業種

○配置技術者の氏名と資格内容

○健康保険等の加入状況

○一号特定技能外国人の従事の状況

○外国人建設就労者等の従事の状況

○外国人技能実習生の従事の状況

下 再下請負通知書に記載すべき内容 再下請負通知書に添付すべき書類

請 《一次下請負人に関する事項》 ○再下請負人との契約書の写し

○元請と契約した工事の名称 （注文書・請書及び基本契約書又は約款等の写し）

○建設業の許可番号

○監督員の氏名

○健康保険等の加入状況

○一号特定技能外国人の従事の状況

○外国人建設就労者等の従事状況

○外国人技能実習生の従事の状況

《再下請負人に関する事項》
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○下請契約した工事の内容

○施工に必要な建設業許可業種

○配置技術者の氏名と資格内容

○健康保険等の加入状況

○一号特定技能外国人の従事の状況

○外国人建設就労者等の従事状況

○外国人技能実習生の従事の状況

※ 建設業ではないが、警備業については、現場管理上重要であることから、下請

契約を行う場合は、二次下請けでも提出すること。

なお、資材業者、運搬業者等については、仕様書等で記載を求めない場合は記載

の必要は無いものとする。

３．提出手続き

受注者は工事着手までに施工体制台帳を作成し、監督職員にその写しを提出する。

また、施工体制に変更が生じた場合には、その都度提出する。

施工体制台帳は、原則として、電子データで作成・提出するものとする。

４．その他

１）施工体制台帳は、工事現場ごとに備えておく。

２）施工体系図は、工事関係者の見やすい場所及び公衆の見やすい場所に掲示し、

工事作業所災害防止協議会を兼ねる場合は、建設業以外の下請業者も記載すること。

５．様式

施工体制台帳

再下請通知書

施工体系図

作業員名簿

なお、施工体制台帳・施工体系図の様式については、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可能。

国土技術政策総合研究所ホームページ

（http://www.nilim.go.jp/japanese/standard/form/index.html）
「工事関連の様式集」→「土木工事共通仕様書を適用する請負工事に用いる

帳票様式」

また、作業員名簿の様式については、国土交通省不動産・建設経済局作成の様式

も下記から取得することができ、いずれの様式を使用しても構いません。

不動産・建設建材局のホームページ

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_
000001_00006.html
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【書類番号２３～２６】　施工体制台帳ほかの提出について

下請け（再下請け）契約の時期が異なる場合は、複数回で取りまとめて提出しても良い。

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

２．電気設備工事

　　一次下請け　（●●電設工業㈱）

施工管理体制に係る書類について、別添のとおり提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

施工体制台帳の提出について（第２回）

１．鉄筋工事

　　一次下請け（㈱●●工業）

　　二次下請け　（㈲●●鉄筋）

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)
技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号２３】-1　施工体制台帳
様式-a04-1 年月日：

自

至

資格内容 資格内容

担　当
工事内容

担　当
工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無

監理技術者補佐
名 資格内容

専　門
技術者名

専　門
技術者名

監督員名
権限及び意見

申出方法

現　場
代理人名

権限及び意見
申出方法

監理技術者名
主任技術者名

専任
非専任

資格内容

下請契約

発注者の
監督員名

権限及び意見
申出方法

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

元請契約

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号

等

区　分

知事　一般

工事名称
及　び

工事内容
発注者名
及　び
住　所

〒

契　約
営業所

区分 名　　　称 住　　　所

元請契約

下請契約

施工体制台帳　様式例-1

施　工　体　制　台　帳

[会社名・事業者ID]

[事業所名・現場ID]

建設業の
許　可

許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業
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（記入要領）
1

2
3

4
①

②

③

④

⑤

5

6

7

上記の記載事項が発注者との請負契約書や下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付する
ことにより記載を省略することができる。

監理技術者又は主任技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに○印を付けるこ
専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施工す
るために必要な主任技術者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を有する場合は
専門技術者を兼ねることができる。)

健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り。
各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない場
合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は「未
加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適用が除外
される場合は「適用除外」に○を付けること。

元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所につい
て記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合には、下
請契約の欄に「同上」と記載すること。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在留資
格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」という。）
が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

外国人技能実習生の従事の状況について
出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習の在
留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記載
すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載する
こと。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に係
る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場合
は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人の従事の状況について

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の
二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は「有」、
従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

外国人建設就労者の従事の状況について
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【書類番号２３】-2　施工体制台帳（下請負人に関する事項）
様式-a04-2

<<下請負人に関する事項>>

－ － )

自

至

施工体制台帳　様式例-2

会社名・
事業者ID

代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

住　　所
電話番号

〒

（TEL

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場
合は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第
一の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在
留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」と
いう。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習
の在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事す
る場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を
施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事
の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験
等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定」

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載するこ
と各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない
場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は
「未加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適
用が除外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記
載すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載
すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に
係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
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【書類番号２４】-1　施工体制台帳（再下請通知書）
様式-a05-1 年月日：

　【報告下請負業者】

<<自社に関する事項>>

自

至

元請名称・
事業者ID 会 社 名・

事業者ID

施工体制台帳　様式例-3

再　下　請　通　知　書

直近上位
注文者名

住　　所

代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　 注文者との

契　約　日
年　　　月　　　日　

年　　月　　日　

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

権限及び
意見申出方法

※専門技術者名

監 督 員 名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

現場代理人名 雇用管理責任者名

有　　無

※主任技術者名
専　任
非専任

資 格 内 容

資 格 内 容 担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無）
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場
合は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第
一の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在
留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」と
いう。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習
の在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事す
る場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を
施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事
の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験
等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載するこ
と各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない
場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は
「未加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適
用が除外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記
載すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載
すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に
係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
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【書類番号２４】-2　施工体制台帳（再下請負関係）
様式-a05-2

<<再下請負関係>>
再下請業者及び再下請契約関係について次にとおり報告いたします。

－ － )

自

至

施工体制台帳　様式例-4

会社名・
事業者ID

代表者名

工事名称
及び

工事内容

工　期
年　　月　　日　

契約日 年　　　月　　　日　
年　　月　　日　

住　　所
電話番号

〒

（TEL

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

大臣　特定
第 号 年　　月　　日　

工事業 知事　一般

健康保険
等の加入

状況

保険加入
の有無

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

加入　　未加入
適用除外

建設業の
許　可

施工に必要な許可業種 許可番号 許可（更新）年月日

加入　　未加入
適用除外

加入　　未加入
適用除外

事業所
整理記号等

営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

資 格 内 容 ※専門技術者名

現場代理人名 安全衛生責任者名

権限及び
意見申出方法

安全衛生推進者名

※主任技術者名
専　任
非専任

雇用管理責任者名

資 格 内 容

担当工事内容

一号特定技能外国人の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人建設就労者の
従事の状況（有無） 有　　無

外国人技能実習生の
従事の状況（有無） 有　　無
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※［健康保険等の加入状況の記入要領］
1

2

3

4

5

※［一号特定技能外国人の従事の状況の記入要領］

※［外国人建設就労者の従事の状況の記入要領］

※［外国人技能実習生の従事の状況の記入要領］

雇用保険の欄には、労働保険番号を記載すること。継続事業の一括の認可に係る営業所の場
合は、本店の労働保険番号を記載すること。

一号特定技能外国人（出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第
一の二の表の特定技能一号の在留資格を決定された者。）が当該建設工事に従事する場合は
「有」、従事する予定がない場合は「無」を○で囲むこと。

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の五の表の上欄の在
留資格を決定された者であって、国土交通大臣が定めるもの（以下「外国人建設就労者」と
いう。）が建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付

出入国管理及び難民認定法（昭和二十六年政令第三百十九号）別表第一の二の表の技能実習
の在留資格を決定された者（以下「外国人技能実習生」という。）が当該建設工事に従事す
る場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」に○印を付けること。

※ [主任技術者、専門技術者の記入要領]
1  　 主任技術者の配置状況について[専任・
    非専任]のいづれかに○印を付すること。
2    専門技術者には、土木・建築一式工事を
施
    工の場合等でその工事に含まれる専門工事
    を施工するために必要な主任技術者を記載
    する。(一式工事の主任技術者が専門工事
の
    主任技術者としての資格を有する場合は専
    門技術者を兼ねることができる。)
      複数の専門工事を施工するために複数の
    専門技術者を要する場合は適宜欄を設けて
    全員を記載する。

3   主任技術者の資格内容(該当するものを選んで
    記入する)
    (1)経験年数による場合
      1)大学卒[指定学科]  3年以上の実務経験
      2)高校卒[指定学科]  5年以上の実務経験
      3)その他           10年以上の実務経験
    (2)資格等による場合
      1)建設業法「技術検定」
      2)建築士法「建築士試験」
      3)技術士法「技術士試験」
      4)電気工事士法「電気工事士試験」
      5)電気事業法「電気主任技術者国家試験
等」
      6)消防法「消防設備士試験」
      7)職業能力開発促進法「技能検定

下請契約に係る営業所以外の営業所で再下請契約を行う場合には、事業所整理記号等の欄を
「下請契約」と「再下請契約」の区分に分けて、各保険の事業所整理記号等を記載するこ
と各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていない
場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）は
「未加入」に○印を付けること。下請契約又は再下請契約に係る全ての営業所で各保険の適
用が除外される場合は「適用除外」に○を付けること。

健康保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては組合名）を記
載すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載
すること。

厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認に
係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。
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全
衛

生
責

任
者

主
任

技
術

者

担
当
工
事

内
容

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

専
門

技
術

者
名

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

年
 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日

5
0
0
,0

0
0
円

1
0
0
,0

0
0
円

担
当

工
事

内
容

元
方
安
全
衛
生
管
理
者

工
期

年
 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期

会
　

　
　

長
統

括
安

全
衛

生
責

任
者

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

許
可

番
号

特
定

専
門

工
事

の
該

当

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

工
 
事

 
内

 
容

工
 
事

 
内

 
容

工
 
事

 
内

 
容

工
 
事

 
内

 
容

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

許
可

番
号

許
可

番
号

書
　

　
　

記
代

表
者

名
代

表
者

名
代

表
者

名
代

表
者

名

許
可

番
号

副
　

会
　

長
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定

安
全

衛
生

責
任

者
安

全
衛

生
責

任
者

安
全

衛
生

責
任

者
安

全
衛

生
責

任
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

有
・

無

（
注
）

一
次
下
請
負
人
と
な
る
警
備
会
社
に
つ

い
て
は
、
商
号
又
は
名
称
、

　
　
現

場
責
任
者
名
、
工
期
を
記
入
す
る
。

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

有
・

無
特

定
専

門
工

事
の

該
当

有
・

無
特

定
専

門
工

事
の

該
当

有
・

無
特

定
専

門
工

事
の

該
当

担
当

工
事

内
容

工
期

年
 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

4
0
0
,0

0
0
円

1
0
0
,0

0
0
円

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

会
社

数
合

計
額

工
 
事

 
内

 
容

工
 
事

 
内

 
容

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

工
 
事

 
内

 
容

二
次

３
社

５
０

０
，

０
０

０
円

許
可

番
号

一
次

４
社

１
，

９
０

０
，

０
０

０
円

代
表

者
名

許
可

番
号

許
可

番
号

許
可

番
号

代
表

者
名

代
表

者
名

代
表

者
名

会
　

社
　

名
・

事
業

者
I
D

工
 
事

 
内

 
容

四
次

０
社

０
円

安
全

衛
生

責
任

者

三
次

１
社

１
０

０
，

０
０

０
円

一
般

/
特

定
の

別
一

般
/
特

定

安
全

衛
生

責
任

者
安

全
衛

生
責

任
者

安
全

衛
生

責
任

者

一
般

/
特

定
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定
一

般
/
特

定
の

別
一

般
/
特

定
一

般
/
特

定
の

別

主
任

技
術

者

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

特
定

専
門

工
事

の
該

当
有

・
無

主
任

技
術

者
主

任
技

術
者

主
任

技
術

者

工
期

年
 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日
工

期
年

 
　

月
 
　

日
～

　
　

年
 
　

月
 
　

日

専
門

技
術

者

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

担
当

工
事

内
容

専
門

技
術

者
専

門
技

術
者

専
門

技
術

者
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【
書

類
番

号
２

６
】

　
施

工
体

制
台

帳
（

作
業

員
名

簿
）

様
式

-
a
0
7

年
月

日
（

）

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

年
月

日
年

月
日

年
月

日
年

月
日

年
月

日

年
月

日

作
 　

業
 　

員
 　

名
 　

簿
施

工
体

制
台

帳
様

式
例

-
6

元
　

請
確

認
欄

事
業

所
の

名
称

（
年

　
　

　
月

　
　

　
日

作
成

会
 社

 名

番 号

フ
リ

　
ガ

　
ナ

職
　

種

所
属

事
業

者
と

異
な

る
事

業
者

の
元

で
就

業
し

た
場

合

※

雇
入

年
月

日

）

所
　

長
　

名
殿

提
出

日

本
書

面
に

記
載

し
た

内
容

は
、

作
業

員
名

簿
と

し
て

、
安

全
衛

生
管

理
や

労
働

災
害

発
生

時
の

緊
急

連
絡

・
対

応
の

た
め

に
元

請
負

業
者

に
提

示
す

る
こ

と
に

つ
い

て
、

記
載

者
本

人
は

同
意

し
て

い
ま

す
。

1
  

次
会

 社
 名

次

受
入

教
育

実
施

年
月

日

健
康

保
険

建
設

業
退

職
金

共
済

制
度

技
能

レ
ベ

ル
教

　
育

・
資

　
格

・
免

　
許

入
場

年
月

日

氏
　

　
　

　
名

年
金

保
険

経
 験

 年
 数

年
  
 齢

家
族

連
絡

先

生
年

月
日

現
 住

 所
（
Ｔ

Ｅ
Ｌ

）
最

近
の

健
康

診
断

日
血 液 型

特
殊

健
康

診
断

日

（
Ｔ

Ｅ
Ｌ

）
血

 
　

圧
種

類
技

能
者

ＩＤ
雇

用
保

険

（
）

中
小

企
業

退
職

金
共

済
制

度
在

留
資

格
雇

入
・
職

長
特

別
教

育
技

能
講

習
免

　
　

許

（
）

年
（

）
～

年
（

）
～

（
）

（
）

年
（

）
～

年
（

）
～

（
）

（
）

年
（

）
～

年
（

）
～

（
）

（
）

年
（

）
～

年
（

）
～

（
）

（
）

年
（

）
～

年
（

）
～
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【
書

類
番

号
２

７
】

　
技

術
者

及
び

保
健

関
係

確
認

表

・
二

次
及

び
三

次
以

下
の

下
請

け
契

約
を

結
ぶ

前
に

、
下

記
事

項
に

遺
漏

が
無

い
こ

と
を

確
認

す
る

こ
と

。

・
当

該
受

注
業

者
が

現
場

着
手

す
る

前
に

必
ず

記
入

し
て

監
督

職
員

に
メ

ー
ル

等
で

提
出

す
る

こ
と

。

・
外

国
人

の
従

事
状

況
は

《
一

号
特

定
技

能
外

国
人

の
従

事
の

有
無

》
、

《
外

国
人

建
設

就
労

者
の

従
事

の
有

無
》

、
《

外
国

人
技

能
実

習
生

の
従

事
の

有
無

》

　
に

つ
い

て
記

載
す

る
。

契
約

後
変

更
が

あ
っ

た
場

合
は

、
速

や
か

変
更

内
容

を
監

督
職

員
に

メ
ー

ル
等

で
提

出
す

る
こ

と
。

・
社

会
保

険
の

加
入

促
進

に
つ

い
て

は
、

国
土

交
通

省
よ

り
各

建
設

業
団

体
の

長
宛

「
平

成
３

０
年

１
月

２
６

日
付

け
事

務
連

絡
　

工
事

施
工

を
社

会
保

険
加

入
企

業
に

　
限

定
す

る
旨

の
「

誓
約

書
」

の
活

用
及

び
「

社
会

保
険

の
加

入
に

関
す

る
下

請
指

導
ガ

イ
ド

ラ
イ

ン
」

に
お

け
る

「
適

切
な

保
険

」
の

確
認

シ
ー

ト
に

つ
い

て
」

も

　
参

照
く

だ
さ

い
。

様
式

－
ａ
０

８

令
和

○
○

年
度

　
○

○
○

○
工

事

安
全

衛
生

責
任

者

営
業

所
専

任
資

格
氏

名
※

現
場

作
業

時
に

は
常

時
い

る

①
●

●
興

業
足

場
組

立
解

体
1
,0

0
0
,0

0
0

と
び

・
土

工
×

一
土

施
△

△
○

○
△

△
 ○

○
ア

イ
９

０
９

０
ア

イ
９

０
９

０
１

１
１

－
１

１
１

中
退

共
一

号
特

定
技

能
　

有

①
－

２
●

●
組

㈱
足

場
組

立
（
ク

レ
ー

ン
作

業
）

1
0
0
,0

0
0

と
び

・
土

工
×

一
土

施
▲

▲
■

■
▲

▲
■

■
カ

キ
８

０
８

０
カ

キ
８

０
８

０
２

２
２

－
１

１
２

建
退

協
建

設
就

労
者

　
有

②
●

●
設

備
㈱

電
気

設
備

工
事

7
0
0
,0

0
0

電
気

×
一

電
施

●
●

●
●

●
●

●
●

サ
シ

７
７

７
７

サ
シ

７
７

７
７

３
３

３
－

１
１

３
自

社
技

能
実

習
生

　
有

外
国

人
の

従
事

状
況

退
職

金
制

度

技
術

者
及

び
保

険
関

係
確

認
表

番
号

会
社

名
工

事
内

容
契

約
額

建
設

業
法

許
可

主
任

技
術

者

健
康

保
険

厚
生

年
金

雇
用

保
険
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【書類番号２８】　実施工程表について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年１２月１０日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　■承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

実施工程表（変更）について

標準仕様書（１．２．１）に基づき、実施工程表の変更をしましたので承諾願います。

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号２８】 実施工程表について（様式ａ０９）

１． 様式は参考様式とし、（様式 a０９）の内容が反映されるものであれば受注者の
任意の様式でも良い。なお、工程表作成にあたって考慮すべき事項は工事監理指針

1.2.1（実施工程表）も参考とする。

２． 工事を適切な施工順序及び工期全体が監視できるように、「公共建築（改修）工事

標準仕様書」に基づき当初契約後速やかに、工事着手に先立ち作成し、監督職員に

提出する。

３． 変更契約等で、工期の延期及び工事量が著しく変わった場合は、契約後１０日以

内に実施工程表（変更）を監督職員に提出する

４．出来高の％の表示は、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位までとする。

５．実施工程表の作成は、「バーチャート」又は「ネットワーク」いずれかとし、出来高

曲線も記入する。

６．出来高の欄は、月ごとに予定出来高及び工事の進捗状況から算出した実施出来高を

記入する。

７．工程管理において、請負工事契約書第２１条１に該当するような影響を受ける関連

工程等がある場合は記入する。

８．週休２日促進工事適用工事における「現場閉所」の実施に係る確認について

（平成３０年３月３０日付事務連絡「営繕工事における週休２日促進工事の実施

に係る「週休２日」の確認について」参照）

（※分離発注工事における受注者希望方式にあっては以下「現場閉所」を「現場休息」に読み替える。）

①週休２日促進工事を実施する工事にあっては、工事着手前に受注者が作成する

「実施工程表」に、月毎における週休２日の「対象期間」、「現場閉所予定日」

及び工期全体における週休２日の「対象期間」、「現場閉所予定日」、「現場閉所予

定日数」、「現場閉所率」を記載し、監督職員に提出する。

②監督職員は、これら「実施工程表等」をもって「現場閉所」の計画、実施状況に

ついて定期的に確認する。

③確認のための「実施工程表等」は、「実施工程表」、「月間工程表」又は「工事週

報」を言い、工事の内容や工期などを考慮し、工事着手前に作成する資料を協議

により決めておくこと。
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【
書

類
番

号
２

８
】

－
１

　
実

施
工
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【書類番号２９】 総合施工計画書について

１． 公共建築（改修）工事標準仕様書に基づき、工事着手に先立ち提出する。

また、作成された施工計画書は、現場において関係する作業員に周知すること。

なお、以下に示す記載する事項は、工事監理指針などからの網羅的なものであり、

工事内容に応じて作成するものとする。

（１）総合施工計画書に記載する事項

１）工事概要

２）現場組織表

①「安全管理」「出来形・品質管理」担当者

②「情報取扱者名簿」及び「情報管理体制図」（※特記仕様書の補足事項参照）

３）緊急時の連絡体制

４）安全衛生管理体制

①安全衛生責任者、作業主任者等リスト

②安全管理計画、作業中止（再開）基準

③過積載管理計画

④熱中症対策

⑤墜落制止器具作業特別教育受講者リスト

⑥公衆災害防止対策

⑦架空線等事故防止対策

⑧地下埋設物事故防止対策

⑨路上規制工事計画

⑩交通安全・交通誘導計画、交通誘導警備員配置計画

５）協力業者リスト

６）工事現場管理

①施工管理技術者（資格等証明資料）

②電気保安技術者（資格等証明資料）

③工事用電力設備の保安責任者（資格等証明資料）

７）技能士（技能資格者等）リスト

８）主要資材リスト

・工事全体で主要となる資機材の品質・規格・数量等

・その他各工種毎の主要な資材は「使用材料リスト」にて、工事着手までに提出

する。

９）現場仮設計画

①工事目的物の位置と敷地との関係（気候・風土・周辺環境含む）

②仮囲いの位置、構造及び主要部材の種類

③材料運搬経路と主な作業動線

④仮設物等の配置（監督職員事務所、受注者事務所、休憩所、危険物貯蔵所、
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材料置場、下小屋、廃棄物分別置場、快適トイレ、工事表示板設置等）

⑤排水経路、工事用電力並びに水道の引き込み位置及び供給能力

⑥足場並びに仮設通路の位置、構造及び主要部材の種類

⑦揚重機（リフト、クレーン、エレベーター、ゴンドラ等）の種類及び配置

⑧作業構台の位置、構造及び主要部材の種類

⑨墜落防止及び落下防止並びに感電防止の施設

⑩近隣の安全に対する措置（近隣使用道路の配置計画図等）

⑫新型コロナウイルス感染症の拡大防止に係る措置（防止対策費、対策工事）

⑬工事現場における説明性向上の計画

⑭防塵対策（周辺道路、近隣家屋等）

⑮汚濁汚損防止対策（河川水路、通行車両、近隣家屋等）

１０）労働時間管理

１１）総合評価の技術提案内容の実施に関する施工計画

１２）建設キャリアアップシステム活用推奨モデル営繕工事の実施方法

１３）施工管理

下記について工事全体の方針を記載する。工事毎の個々の具体的管理方法に

ついては、工種別施工計画書にて予め取り決めておく。

①工程計画

・当該現場に応じた工程管理の方法など

・週休２日試行の実施計画（※実施工程表等に記載）

②品質計画

・要求品質に関する考え方など

③養生計画

・養生、現場保全に関する考え方など

④出来形計画

・出来形に関する考え方など

⑤材料計画

・使用材料に関する考え方など

・材料搬入時の確認、検査、管理方法など

⑥写真管理

・写真撮影・管理方法など

１４）完成図書等作成計画

・作成内容、作成方法、提出方法等
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【書類番号２９】　総合施工計画書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

標準仕様書（１．２．２）に基づき総合施工計画書を提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

総合施工計画書の提出について

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号３０】 工種別施工計画書について

１． 公共建築（改修）工事標準仕様書に基づき、当該工種の着手に先立ち提出する。

なお、作成された施工計画書は、現場において関係する作業員に周知すること。

（１）工種別施工計画書に記載する事項

１）品質計画に関する考え方

設計図書で要求された品質（基本要求品質含む）を満たすために、工事におい

て使用予定の材料、仕上げの程度、性能、精度等の目標、品質管理及び体制につ

いて具体的に記載する。

２）品質管理に関する考え方

品質計画における目標を施工段階で実現するために行う工事管理の項目、方法

施工手順等。監督職員による検査を行う段階についても記載する。

３）施工管理に関する考え方

以下は、一般的な事項を記載したものであり工事や工種の特性に応じて具体的に

記載すること。

・仮設計画

・工程管理

・品質管理（一工程における品質管理項目）

・出来形管理、養生

・使用材料、材料管理

・段階確認計画

・安全対策

・環境対策

・使用機械

・官公署その他への届出手続き等

・関連工事との調整事項等

・マニフェスト管理

・工場加工管理計画

・作業手順

・施工体制

（２）工種別施工計画書の集約について

小規模な改修工事においては、省力化の観点から監督職員と協議し、複数の

工種を集約して一つの工種とした施工計画書としてもよい。
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【書類番号３０】　工種別施工計画書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　■受理　します。

■その他（　品質計画に係る部分については承諾する。　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

標準仕様書（１．２．２）に基づき下記工事の工種別施工計画書を提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

工種別施工計画書の提出について

３．電気設備（通信設備）工事

４．給水設備（上水道引き込み・受水槽設備）工事

１．土工事・地業工事

２．場所打ちコンクリート杭工事

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号３１】 技術提案履行状況報告書について（様式ａ１０）

１． 総合評価において、落札者の提案した技術提案等は全て契約内容となるため、発

注者は落札者の技術提案内容の履行について確認し、技術提案等が履行できなかっ

た場合には予め入札説明書等に定めた対応及び措置（ペナルティー）を講じる場合

がある。

（１）技術提案等実施状況確認の流れ

① 受注者は技術提案等の内容に基づく「施工計画書」を提出して、監督職員の

確認を受ける。（受注者・監督職員・発注担当課３者による総括打合せ等）

技術提案評価型【Ｓ型】の場合は、提案内容の具体的な実施方法及び確認方

法等について監督職員と協議を行うこと。

② 工事施工中監督職員は、総合評価の技術提案等の内容に基づき、「施工計画書」

の実施状況を「施工プロセスチェックリスト」により確認を行う。

③ 受注者は工事完了後、技術提案等を実施した結果を「技術提案履行状況報告

書」により提出する。必要に応じて実施した内容が確認できる資料を整理する。

④ 監督職員は、総合評価で提案された内容が確実に履行されたかどうかの確認

を行う。

２．履行状況報告書に記載すべき事項

（１）施工能力評価型【Ⅰ型】

① 簡易な施工計画が評価された工事の場合は、評価項目実施後速やかに、提案

内容と実施状況確認結果の記録を施工計画履行状況報告書（様式ａ１０－１）

を作成し、監督職員に報告する。

（２）技術提案評価型【Ｓ型】

① 技術提案項目が評価された受注者は、評価項目実施後速やかに、提案内容と

実施状況確認結果の記録を技術提案履行状況報告書（様式ａ１０－２）を作

成し、監督職員に報告する。
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【書類番号３１】　技術提案履行状況報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

技術提案内容の履行状況について、別添資料にて報告します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　■報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

技術提案履行報告状況報告について

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号３２】　施工図等について（標仕1.2.3関係）

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　２０葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

３．車庫棟建具図（重量シヤツター）

４．電気設備（躯体埋め込み配管図、スリーブ図）

５．給排水設備（天井内配管図）

１．庁舎棟躯体図

２．庁舎棟１階配筋図

標準仕様書（１．２．３）に基づき作成の、下記の施工図について承諾願います。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　■承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

施工図（躯体図ほか）について
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【書類番号３３】　設備機器承諾図等について（標仕1.4.2関係）

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書　５冊

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

３．受水槽設備器具

４．照明設備器具

５．避雷設備器具

１．衛生設備器具

２．空調設備器具

標準仕様書（１．４．２）に基づき、下記の設備機器承諾図について提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

設備機器承諾図の提出について
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【書類番号３４】 材料の品質等を証明する資料について

１． 現場に搬入する主要材料・機材等（以下、資機材等）は品質確認のため、予め監

督職員の確認を受けること。

①品質等を確認する資料として、資機材等のカタログ、規格を証明する資料等を「使

用材料リスト」に取りまとめて、当該材料を使用する工程の着手に先立ち提出す

る。

②「使用材料リスト」の書式は任意とする。

③次の材料・機材等がある場合に提出する。

1)標準仕様書に基づく「品質計画」、「材料の品質等」及び「材料・機材等」に該
当する材料等

2)特記仕様書等に製造所の指定等がある場合
3)その他必要と認められる場合

④予め監督職員の確認を受けるものには、評価事業によるもの及び特記仕様書にて

製造所指定されたも含むが、製造所名、品番等の記載のみでも良い。

79



【書類番号３４】　材料の品質等を証明する資料について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

別添「使用材料リスト」のとおり提出します。

※注）「使用材料リスト」の書式は任意とする。

標準仕様書（１．４．２）に基づき、工事において使用する材料の品質等を証明する資料について

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

使用材料リストの提出について
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【書類番号３５】 合法木材証明書について（様式ａ１１）

（様式ａ１１は、加工・流通業者段階の証明書の作成例である。）

１． 公共建築（改修）工事標準仕様書（建築工事編）１．４．２及び公共建築木造工

事標準仕様書１．４．２に基づき、製材等（製材、集成材、合板又は単板積層材等）

又は再生木質ボード（パーティクルボード、繊維板又は木質セメント板）を使用す

る場合は、あらかじめ「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基

づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」の製材等又は再生木質ボードの

判断の基準に従い、林野庁作成の「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明の

ためのガイドラインに準拠した証明書を監督職員に提出する。なお、これより難い

場合は、監督職員と協議できる。

２． 「木材・木材製品の合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン」に準拠し

た証明書は、以下のいずれかの証明方法によるものとし、必要な記載事項は、「納入

元の名称・住所」、「納入先の名称（工事現場名等の納入先が特定できる名称）」、「納

入する木材・木材製品の品名・数量」、「証明書の発行日」等の基礎的な情報に加え

各証明方法毎に記載事項に従い提出する。

①森林認証制度及びＣｏＣ認証制度を活用した証明方法

「納入者がＣｏＣ認証取得者であることを示す認証番号」

「認証マーク」

「納入する木材・木材製品が当該制度による認証材であることを示す記述」

②森林・林業・木材産業関係団体の認証を得て事業者が行う証明方法

「納入者が関係団体の自主的行動規範に基づき認定を受けた際に付与された認定

番号」

「納入する木材・木材製品が合法性、持続可能性の証明がなされたものであるこ

とを示す記述」

③個別企業等の独自の取り組みによる証明方法

「納入する木材・木材製品が合法性、持続可能性の証明がなされたものであるこ

とを示す記述」及び合法性等の証明に係る行動規範等の個別企業の独自の取り

組みがわかる資料

なお、証明書の作成に代えて、既存の納付書等により証明する場合は、証明に必

要な事項（認定番号、合法木材であること等）が記載された内容であること。

３．提出にあたっては、工種別施工計画書に添付してもよい。

４．基本方針及びガイドラインは、下記よりダウンロードが可能である。

基本方針：http://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/archive/bp/h18bp.pdf
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ：http://www.rinya.maff.go.jp/j/boutai/ihoubatu/pdf/gaido1.pdf
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【書類番号３５】　合法木材証明書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

標準仕様書（１．４．２）に基づき、上記工事における合法木材証明書を別添のとおり提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

合法木材証明書の提出について
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【書類番号３５】　合法木材証明書について

様式－ａ１１ 　

（加工・流通業者段階の証明書の例）

番号

令和　　年　　月　　日

殿

事業者の所在地：

事業者の名称　：

代表者の氏名　：　

団体認定番号　：

１　樹種　　　  ：

２　品目（注③）：

３　数量（注④）：

（注）

①上記は合法性を証明する場合の例であり、持続可能性を証明する場合は持続可能性に係る記述を付加して下さい。

②本様式による証明書の作成に代えて、既存の納品書等に上記の情報（団体認定番号、合法木材であること等）を追加記載する

 ことで証明書とすることも可能です。

③丸太、製材、合板、集成材等を記述して下さい。

④商取引上の単位（m3、本、kg、枚など）にて記述して下さい。

合　法　木　材　証　明　書

下記の物件は、合法的に伐採された木材のみを原材料としていることを証明します。

記

工事名称或いは
現場名称等
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【書類番号３６】 工事材料搬入報告書について（様式ａ１２）

１． 材料搬入報告書は、公共建築（改修）工事標準仕様書１．４．３に基づき工事材

料が現場に搬入される都度作成し、監督職員等による材料検査を受けた後、検査時

の写真等を添付して監督職員に提出する。

①材料検査は一部の材料かサンプルと品質証明資料等を基に、要求された品質及び

規格に適合しているかを確かめるものであり、規格及び型式毎に１回以上検査を

行う。

②写真は材料の品質、規格、寸法、形状、数量等（以下、品質等）が分かるように

撮影する。なお、監督職員が立会した場合は、使用材料リストなどで使用される

材料の品質等が証明できることを確認のうえ、監督職員との協議により、全景写

真のみにするなど省力化への工夫を図っても良い。

③監督職員との協議で、数量の確認を行うとされたもの以外は全数確認の必要は無

い。（杭、塗装、防水、吹付け等全数確認が必要な工種を除く。）

④写真で品質等が証明できない場合は、規格証明書又は工場検査証等を添付する。

⑤同じ材料を複数回に分けて搬入する場合は、２回目以降の添付資料は不要とし、

累計の搬入数量が分かるように備考欄等に記載する。

２．工事材料搬入報告の流れは別紙（工事材料搬入報告の基本的な流れ）を参照
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別紙：工事材料搬入報告の基本的な流れ

１．新規に工事材料を搬入する場合

①新規の材料搬入

↓

②受注者による材料検査

↓

③工事材料搬入報告書作成（様式 a-12）
（監督職員検査用）

↓

④監督職員へ報告（提出）

↓

⑤監督職員による材料検査

↓

⑥工事材料搬入報告書作成（様式 a-12）
（提出用 押印、写真等資料添付）

２．同じ工事材料を複数日に分けて搬入する場合

⑦合格した材料と同じ材料の追加搬入

↓

⑧工事材料搬入報告書作成（様式 a-12）
（搬入累計数報告用）

↓

⑨監督職員へ報告（提出）
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【書類番号３６】　工事材料搬入報告書について
　 　

様式－ａ１２

主任監督員

○○　○○ 殿

主任（監理）技術者

○○　○○ ㊞

令和○○年○○月○○日

※材料搬入報告書は材料が現場に搬入される都度作成し、写真等を添付して提出する。

※添付する写真は、材料の品質、規格、形状、寸法、数量が分かるように撮影する。

※写真等とは規格証明書、工場検査証、出荷証明書、納品書等とする。

※同じ材料が複数日に分割して搬入される場合は、２回目以降の添付資料は不要とする。

●●工業㈱

●●ｽﾁｰﾙ㈱

電気設備　例）
ＰＦ管

PF-22 （30m巻）
JIS A 8411

巻 10

機械設備　例）
配管用炭素鋼鋼管

SGP-20 （4m）
JIS A 3452

本 10

工事材料搬入報告書 

工事名： 令和○○年度　●●××■■新築工事

品名
品質・規格
形状・寸法

単位 数量

建築　例）
石膏ボード

不燃 t=9.5
JIS A 6901

枚 100

備考

●●石膏㈱

主任監督員 監督員 現場技術員
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【書類番号３７】 建設汚泥の再生利用に関する実施状況書類について

（様式ａ１３）

１． 発生する建設汚泥については、まず現場内での再生利用を図り、現場内での再生

利用が困難なものについては当該現場外での再生利用が図られるように努めること。

また、建設汚泥処理土として再利用する場合は、「自ら利用」、「再生利用制度の活

用」を製品として再生利用する場合は、「有償譲渡」を基本とすること。

２． 「環境基本法」に基づく土壌環境基準又は「土壌汚染対策法」に基づく特定有害

物質の含有量基準に適合する建設汚泥を対象とし、「建設汚泥の再生利用に関するガ

イドラインの策定について」（国営計第３６号平成１８年６月１２日）及び「建設汚

泥の再生利用に関する実施事項について」（国営計代８号平成１８年６月１２日）に

基づき作成する。

■自ら利用の場合 ＜建設汚泥の再生利用に関するガイドライン６．（１）＞

①受注者は、自ら利用を行う際には処理方法、利用用途等を記載した「利用計画書（

様式 a-13(1)）」を工事着手前に作成するとともに、その実施状況を記録し監督職員
に提出すること。

②「利用計画書（様式 a-13(1)）」は、排出側工事・利用側工事双方の発注者から確認
を受けること。

③受注者は、都道府県等環境部局からの要請があれば、「利用計画書（様式 a-13(1)）
を提示すること。

■適正処理の確認 ＜建設汚泥の再生利用に関するガイドライン７．＞

①受注者は、発生した建設汚泥が適正に再生利用、最終処分されたかについて、廃棄

物処理法の規定によるマニフェスト（電子マニフェストを含む）を確認し、監督職

員に提示すること。

②受注者は、自ら利用、再生利用制度を活用した場合で、中間処理や収集運搬を他者

に委託をする場合には、最終的な搬出先、運搬量等を記載した「伝票（様式 a-13(2)）」
を作成し、監督職員に提示すること。

③受注者は、発生した建設汚泥を最終的にどのように再生利用、最終処分等をしたか

記載した「実施書（様式 a-13(3)）」を作成し、元請業者と中間処理・収集運搬を委
託した業者との契約書の写しを併せて監督職員に提出すること。

87



【書類番号３７】　建設汚泥の再利用に関する実施状況書類について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

別添のとおり提出します。

「建設汚泥の再利用に関するガイドライン」に基づき、建設汚泥再利用計画書（●●で利用）を

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

建設汚泥再利用計画書の提出について
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様式－ａ１３（１）

排出事業者 排出工事発注者 利用工事発注者

第●種改良土

利
用
工
事

工事件名 同上

工事場所 同上

工事概要 同上

発注機関名 同上

利用予定量          ●●.●            　　 ㎥　　　t

利用予定時期 令和２年１月　～　令和２年２月

利用用途 構内盛り土

発生予定時期 令和１年９月　～　令和１年１０月

●●ＴＮ設備室（ＲＣ－１　延べ面積２００㎡）新築１棟

発注機関名 四国地方整備局●●河川国道事務所

発生予定量          ○○.○            　　 ㎥　　　t

工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

工事概要

建設汚泥再生利用計画書（自ら利用）

作成日　令和　　年　　月　　日

排
出
事
業
者

会社名 株式会社●●建設

所在地 ●●県○○市○○町４５－６

担
当
者

部課係名 土木部部建築課

担当者名 排出　太郎

連絡先 ＴＥＬ：

発
生
工
事

同一現場内利用の例

※発生から再生利用に至るフロー図を併せて作成すること
   発生予定量、発生予定時期等は、本自ら利用に関係する部分のみである

収集運搬の委託先 　　　　　　　　

担当者印
又はサイン

排出　太郎 営繕　一郎 営繕　一郎

処
理
の
概
要

中間処理の場所・方法 場所：現場内　　処理方法：脱水・乾燥　

再生品の品質
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（フロー図）

建設汚泥　○○.○ｔ　発生

構内盛り土材として利用　●●.●ｔ

（建設汚泥○○.○ｔ）

（縮減量▼□ｔ）

●●ＴＮ設備室新築工事
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様式－ａ１３（１）

排出事業者 排出工事発注者 利用工事発注者

●●県●●市●●町１２－３

他現場での利用例

建設汚泥再生利用計画書（自ら利用）

作成日　令和　　年　　月　　日

排
出
事
業
者

会社名 株式会社●●建設

所在地 ●●県○○市○○町４５－６

担
当
者

部課係名 土木部部建築課

担当者名 排出　太郎

連絡先 ＴＥＬ：

工事概要 ●●ＴＮ設備室（ＲＣ－１　延べ面積２００㎡）新築１棟

発注機関名 四国地方整備局●●河川国道事務所

発生予定量          ○○.○            　　 ㎥　　　t

利用用途 道路盛り土

発生予定時期 令和１年９月　～　令和１年１０月

利
用
工
事

工事件名 ○○道路工事

工事場所 ●●県○○市○○町地先

工事概要 総延長○ｍ（土工部△△ｍ、橋梁部△ｍ）

発注機関名

発
生
工
事

工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

工事場所

●●県○○土木事務所

利用予定量          ●●.●            　　 ㎥　　　t

利用予定時期 令和２年１月　～　令和２年２月

処
理
の
概
要

中間処理の場所・方法 場所：搬出側現場内　　処理方法：脱水・乾燥　

再生品の品質 第●種改良土

収集運搬の委託先 　　　　　　　　

担当者印
又はサイン

排出　太郎 営繕　一郎 道路　次郎

※発生から再生利用に至るフロー図を併せて作成すること
   発生予定量、発生予定時期等は、本自ら利用に関係する部分のみである
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建設汚泥　○○.○ｔ　発生

（建設汚泥○○.○ｔ）

（縮減量▼□ｔ）

道路の盛り土材として利用　●●.●ｔ

（フロー図）

●●ＴＮ設備室新築工事

○○道路工事

92



様式－ａ１３（２）

排出事業者 運搬者 搬出先 最終搬出先

Ｒ１．９．２０ Ｒ２．２．１ Ｒ２．２．１日付

担当者印
又はサイン

排出　太郎 運搬　太郎 道路　三郎

■■■建設株式会社

所在地 ●●県○○市９９９－８８８

連絡先 ＴＥＬ：

担当者名 道路　三郎

最
終
運
搬
先

施設名等 □△道路整備工事（○工区）

施設場所 ●●県○○市５６７－８９０

会社名

中間処理方法 脱水処理

再生品品質 第●種改良土

再生品数量            ■■.■     　　　　　㎥　　　t

中
間
処
理
者

施設名等 　　　　　　　　

施設場所 　　　　　　　　

会社名 　　　　　　　　

所在地 　　　　　　　　

担当者名 　　　　　　　　

連絡先 　　　　　　　　

運搬数量・性状 　　　　　　　■■.■　　　㎥　　　t 　処理前　　　　　　処理後

運送　太郎

運
搬
者

会社名 △△運送株式会社

所在地 ●●県○○市○○町７８９－１０

連絡先 ＴＥＬ：

車両番号・車種 車両番号：●●あ１２－３４　　　車種：１０ｔダンプ

運搬者名

中間処理施設を経ない例

建設汚泥リサイクル伝票

伝票No.　　１２

発
生
側
工
事

工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

受注会社 株式会社●●建設

所在地 ●●県○○市○○町４５－６

担当者名 排出　太郎

連絡先 ＴＥＬ：
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様式－ａ１３（２）

排出事業者 運搬者 搬出先 最終搬出先

Ｒ１．９．２０ Ｒ１．９．２２ Ｒ１．９．２２ Ｒ２．２．１

中間処理施設を経由する例

建設汚泥リサイクル伝票

伝票No.　　１２

発
生
側
工
事

工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

受注会社 株式会社●●建設

所在地 ●●県○○市○○町４５－６

担当者名 排出　太郎

連絡先 ＴＥＬ：

運搬数量・性状 　　　　　　　■■.■　　　㎥　　　t 　処理前　　　　　　処理後

運
搬
者

会社名 △△運送株式会社

所在地 ●●県○○市○○町７８９－１０

連絡先 ＴＥＬ：

車両番号・車種 車両番号：●●い９８－７６　　　車種：４ｔバキューム車

運搬者名 運送　太郎

中
間
処
理
者

施設名等 ●●リサイクルセンター

施設場所 ●●県○○市●○町１１１－２２２

会社名

担当者名 中間　太郎

▲▲環境資源　株式会社

所在地 ●●県○○市●○町１１１－２２２

連絡先 ＴＥＬ：

中間処理方法 高度脱水処理

再生品品質 第●種改良土

再生品数量            ■■.■     　　　　　㎥　　　t

最
終
運
搬
先

施設名等 □△道路整備工事（○工区）

施設場所 ●●県○○市５６７－８９０

会社名 ■■■建設株式会社

所在地 ●●県○○市９９９－８８８

連絡先

日付

ＴＥＬ：

担当者名 道路　三郎

担当者印
又はサイン

排出　太郎 運搬　太郎 中間　太郎 道路　三郎
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様式－ａ１３（３）

排出事業者

株式会社●●建設 工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

●●県○○市○○町４５－６　　　　　　　　工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

土木部建築課 工事概要 ●●ＴＮ設備室　新築１棟

排出　太郎 発注機関名 四国地整●河川国道事務所

ＴＥＬ：
発生量
発生時期

■■.■  ㎥　　t
令和１年９月
　　　　～　令和１年１０月

施設名称

現場内 担当者名 　　　　　　　　

脱水処理 連絡先 　　　　　　　　

●●ＴＮ設備室新築工事 名称 　　　　　　　　

●●県●●市●●町１２－３ 所在地 　　　　　　　　

用途：構内盛り土材
品質：第●種改良土

利用用途・品質 　　　　　　　　

■■.■  ㎥　　t 搬出量                   ㎥    t

株式会社●●建設 会社名 　　　　　　　　

排出　太郎 担当者名 　　　　　　　　

ＴＥＬ： 連絡先 　　　　　　　　

　　　　　　　　 名称 　　　　　　　　

　　　　　　　　 所在地 　　　　　　　　

　　　　　　　　 利用用途・品質 　　　　　　　　

                  ㎥    t 搬出量                   ㎥    t

　　　　　　　　 会社名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 担当者名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 連絡先 　　　　　　　　

※

※

中間処理する場所が２箇所以上ある場合や、最終的な搬出先が５カ所以上ある場合には、
本項をコピーして作成すること。

最終的な搬出先については、製品として販売した場合にはその製造工場までとする。また、
最終的な搬出先が建設工事である場合には、担当者にはその元請け業者の担当者名を記載す
ること。

利用用途・品質

搬出量

会社名

担当者名

連絡先

発生から再生利用・最終処分に至るフロー図・位置図を併せて作成すること

所在地

最終的な搬出先②

名称

所在地

利用用途・品質

搬出量

会社名

最終的な搬出先①

担当者名

連絡先

最終的な搬出先③ 最終的な搬出先④

名称

担当者名

連絡先

中間処理する場所

所在地

中間処理方法

発生した建設汚泥全てを同一現場内で自ら利用した場合

部課係名

建設汚泥再資源化等実績書

排出工事

会社名

所在地
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（フロー図）

建設汚泥　○○.○ｔ　発生

　

（縮減量▼□ｔ）

構内盛り土材として利用　●●.●ｔ

●●ＴＮ設備室新築工事
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様式－ａ１３（３）

排出事業者

株式会社●●建設 工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

●●県○○市○○町４５－６　　　　　　　　工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

土木部建築課 工事概要 ●●ＴＮ設備室　新築１棟

排出　太郎 発注機関名 四国地整●河川国道事務所

ＴＥＬ：
発生量
発生時期

■■.■  ㎥　　t
令和１年９月
　　　　～　令和１年１０月

施設名称

現場内 担当者名 　　　　　　　　

脱水処理 連絡先 　　　　　　　　

■■道路整備工事（■工区）　 名称 ××最終処分場

●●県●●市●●町１２－３ 所在地 ●●県■■市○町３３－４４

用途：道路盛り土材
品質：第●種改良土

利用用途・品質管理型最終処分場

■.■  ㎥　　t 搬出量 □．□　㎥　　ｔ

株式会社●●建設 会社名 株式会社　■▲

道路　四郎 担当者名 処分　太郎

ＴＥＬ： 連絡先 ＴＥＬ：

　　　　　　　　 名称 　　　　　　　　

　　　　　　　　 所在地 　　　　　　　　

　　　　　　　　 利用用途・品質 　　　　　　　　

                  ㎥    t 搬出量                   ㎥    t

　　　　　　　　 会社名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 担当者名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 連絡先 　　　　　　　　

※

※

一部を他現場で自ら利用した場合（中間処理施設は経由せず）

建設汚泥再資源化等実績書

排出工事

会社名

所在地

部課係名

担当者名

連絡先

中間処理する場所

所在地

中間処理方法

最終的な搬出先① 最終的な搬出先②

利用用途・品質

名称

所在地

利用用途・品質

搬出量

会社名

担当者名

連絡先

最終的な搬出先③ 最終的な搬出先④

名称

所在地

最終的な搬出先については、製品として販売した場合にはその製造工場までとする。また、
最終的な搬出先が建設工事である場合には、担当者にはその元請け業者の担当者名を記載す
ること。

搬出量

会社名

担当者名

連絡先

発生から再生利用・最終処分に至るフロー図・位置図を併せて作成すること

中間処理する場所が２箇所以上ある場合や、最終的な搬出先が５カ所以上ある場合には、
本項をコピーして作成すること。
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（フロー図）

建設汚泥　○○.○ｔ　発生

　

（縮減量▼□ｔ）

道路の盛り土材として利用
　　　　　　　■■　ｔ

最終処分　□□ｔ

●●ＴＮ設備室新築工事

■■道路整備工事（■工区） ××最終処分場
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様式－ａ１３（３）

排出事業者

株式会社●●建設 工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

●●県○○市○○町４５－６　　　　　　　　工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

土木部建築課 工事概要 ●●ＴＮ設備室　新築１棟

排出　太郎 発注機関名 四国地整●河川国道事務所

ＴＥＬ：
発生量
発生時期

■■.■  ㎥　　t
令和１年９月
　　　　～　令和１年１０月

施設名称 ●●リサイクルセンター

●●県○○市１－２－３ 担当者名 中間　次郎

脱水処理、高速脱水処理 連絡先 ＴＥＬ：

■■道路改良工事 名称 ××最終処分場

●●県●●市●●町１２－３ 所在地 ●●県■■市○町３３－４４

用途：道路盛り土材
品質：第●種改良土

利用用途・品質管理型最終処分場

■.■  ㎥　　t 搬出量 □.□  ㎥　　t

株式会社●●建設 会社名 株式会社　■▲　　　　　

道路　四郎 担当者名 処分　太郎

ＴＥＬ： 連絡先 ＴＥＬ：

　　　　　　　　 名称 　　　　　　　　

　　　　　　　　 所在地 　　　　　　　　

　　　　　　　　 利用用途・品質 　　　　　　　　

                  ㎥    t 搬出量                   ㎥    t

　　　　　　　　 会社名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 担当者名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 連絡先 　　　　　　　　

※

※

建設汚泥再資源化等実績書

排出工事

一部を中間処理施設を経て個別指定する場合

会社名

所在地

部課係名

担当者名

連絡先

中間処理する場所

所在地

中間処理方法

最終的な搬出先① 最終的な搬出先②

連絡先

最終的な搬出先③ 最終的な搬出先④

名称

名称

所在地

利用用途・品質

搬出量

会社名

担当者名

発生から再生利用・最終処分に至るフロー図・位置図を併せて作成すること

中間処理する場所が２箇所以上ある場合や、最終的な搬出先が５カ所以上ある場合には、
本項をコピーして作成すること。

最終的な搬出先については、製品として販売した場合にはその製造工場までとする。また、
最終的な搬出先が建設工事である場合には、担当者にはその元請け業者の担当者名を記載す
ること。

所在地

利用用途・品質

搬出量

会社名

担当者名

連絡先
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（フロー図）

建設汚泥　○○.○ｔ　発生

　

（建設汚泥○○ｔ搬出）

（縮減量▼□ｔ）

道路の盛り土材として利用
　　　　　　　■■　ｔ

最終処分　□□ｔ

●●ＴＮ設備室新築工事

■■道路改良工事 ××最終処分場

●●リサイクルセンター
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様式－ａ１３（３）

排出事業者

株式会社●●建設 工事件名 ●●ＴＮ設備室新築工事

●●県○○市○○町４５－６　　　　　　　　工事場所 ●●県●●市●●町１２－３

土木部建築課 工事概要 ●●ＴＮ設備室　新築１棟

排出　太郎 発注機関名 四国地整●河川国道事務所

ＴＥＬ：
発生量
発生時期

■■.■  ㎥　　t
令和１年９月
　　　　～　令和１年１０月

施設名称 ■■リサイクルセンター

　 担当者名 中間　五郎

　 連絡先 ＴＥＬ：

■■リサイクルセンター 名称 　　　　　　　　

●●県▲▲市△△町９９９ 所在地 　　　　　　　　

ブロック（製品販売） 利用用途・品質 　　　　　　　　

■.■  ㎥　　t 搬出量                   ㎥    t

株式会社　■■ 会社名 　　　　　　　　

中間　五郎 担当者名 　　　　　　　　

ＴＥＬ： 連絡先 　　　　　　　　

　　　　　　　　 名称 　　　　　　　　

　　　　　　　　 所在地 　　　　　　　　

　　　　　　　　 利用用途・品質 　　　　　　　　

                  ㎥    t 搬出量                   ㎥    t

　　　　　　　　 会社名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 担当者名 　　　　　　　　

　　　　　　　　 連絡先 　　　　　　　　

※

※

建設汚泥再資源化等実績書

排出工事

中間処理施設を経て製品販売する場合

会社名

所在地

部課係名

担当者名

連絡先

中間処理する場所

所在地

中間処理方法

最終的な搬出先① 最終的な搬出先②

最終的な搬出先④

名称

所在地

利用用途・品質

名称

所在地

利用用途・品質

搬出量

会社名

担当者名

最終的な搬出先については、製品として販売した場合にはその製造工場までとする。また、
最終的な搬出先が建設工事である場合には、担当者にはその元請け業者の担当者名を記載す
ること。

搬出量

会社名

担当者名

連絡先

発生から再生利用・最終処分に至るフロー図・位置図を併せて作成すること

中間処理する場所が２箇所以上ある場合や、最終的な搬出先が５カ所以上ある場合には、
本項をコピーして作成すること。

連絡先

最終的な搬出先③
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ブロックの原材料　○○.○ｔ

ブロック（製品）として出荷

（フロー図）

建設汚泥　○○.○ｔ　発生

　

（建設汚泥○○ｔ搬出）

（縮減量▼□ｔ）

●●ＴＮ設備室新築工事

●●リサイクルセンター
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【書類番号３８】 一工程の施工確認報告書について（様式ａ１４）

１． 標準仕様書第１章「工事の記録」及び「一工程の施工の確認及び報告」に基づき、

一工程の施工を完了したとき、又は工程の途中において、その施工が設計図書に適

合することを確認し、監督職員に報告する。

なお、一工程の確認並びに自主管理について、自社の管理体制等が確立している

場合などは監督職員と協議し、適宜判断できるものとする。

設計図書に適合することの確認の手順（例）

①一工程における品質管理項目の内容の決定。

出来上がりに対する許容値、計測方法、それらを記録する書式等を品質計画とし

て工種別施工計画書に記載し承諾を得る。

②施工の実施

使用材料リストにて承諾を受けた材料や工種別施工計画書に基づいた施工の実施

③工種別施工計画書に記載した出来上がりに対する計測状況、計測値等の一工程の

施工における品質管理（自主管理及び臨場検査）結果を記録する。

※品質管理の記録は電子データへの浄書は求めない。（手書き資料で可）

④一工程の施工及び品質管理の完了報告

様式ａ１４に必要資料を添付し監督職員に提出する。
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【書類番号３８】　一工程の施工確認報告書について

様式－ａ１４

 

主任監督員 監督員 現場技術員

令和　　年　　月　　日

 

主任監督員●●●● 殿

受　注　者

主任（監理）技術者　●●●● 印

一　工　程　の　施　工　確　認　報　告　書

工　事　名 令和●年度　●●●●新築工事

　下記の一工程が、設計図書に定められた条件に適合して完了したことを

確認しましたので、報告します。

記

工事科目 庁舎棟

工事箇所 １階

工事内容 鉄筋加工組立

完了年月日

※必要な図面、チェックリスト、写真等を添付すること

令和　　年　　月　　日
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【書類番号３９～４９】 試験・測定等結果報告について
（様式ａ１５～ａ２３）

１． 標準仕様書等に基づき、材料（機材）及び施工の検査に伴う試験等を行った場合

は、試運転、各種測定試験結果等に工事打合せ簿を添付して監督職員に提出する。

なお、測定者において自社の報告様式がある場合は、記載内容を監督職員と協議

のうえ使用できるものとする。
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【書類番号３９～４４】　試験・測定等結果報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　■承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

１，絶縁抵抗値測定記録報告書

２．テレビ電界強度測定記録報告書

３．冷房・温度（湿度）風量・騒音測定記録報告書

標準仕様書（１．５．●）に基づき、下記の測定値報告書を提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　■承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

●●測定試験報告書の提出について
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書
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３
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】
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1
　

絶
縁

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

５
（
１

）

絶
縁

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

時
刻

天
候

等
天

候
気

温
℃

湿
度

％

測
定

器
製

造
所

形
式

機
器

名
称

型
式

及
び

番
号

製
造

年
月

日

測
定

者
氏

名

所
属

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
平

面
図

に
測

定
点

を
記

入
す

る
。

107



【
書
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書
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】

-
3
　

絶
縁

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

５
（
３

）

（
２

）
　

絶
縁

抵
値

抗
測

定
記

録
電

力
分

岐
回

路

絶
縁

抵
抗

測
定

値
Ｍ

Ω
最

小
許

容
絶

縁

線
  
  
間

大
 地

 間
抵

抗
値

Ｍ
Ω

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
絶

縁
抵

抗
測

定
値

が
、

測
定

器
の

数
値

（
最

大
）
を

越
え

る
場

合
は

最
大

値
を

記
入

す
る

。
３

．
最

小
許

容
絶

縁
抵

抗
値

は
、

標
準

仕
様

書
の

数
値

を
記

入
す

る
。

備
  
  
考

分
電

盤
別

制
御

盤
別

回
路

番
号

開
閉

器
容

量
負

荷
容

量
受

口
数

判
  
定
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【
書

類
番

号
３

９
】

-
4
　

絶
縁

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

５
（
４

）

（
３

）
　

絶
縁

抵
抗

値
測

定
記

録
通

信
回

路

端
子

盤
別

負
荷

名
称

端
子

番
号

絶
縁

抵
抗

測
定

値
Ｍ

Ω
最

小
許

容
絶

縁
判

  
定

備
  

  
考

線
  

  
間

大
 地

 間
抵

抗
値

Ｍ
Ω

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
絶

縁
抵

抗
測

定
値

が
、

測
定

器
の

数
値

（
最

大
）
を

越
え

る
場

合
は

最
大

値
を

記
入

す
る

。
３

．
最

小
許

容
絶

縁
抵

抗
値

は
、

標
準

仕
様

書
の

数
値

を
記

入
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

０
】

-
1
　

接
地

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

６
（
１

）

接
地

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

時
刻

天
候

等
天

候
気

温
℃

湿
度

％

測
定

器
製

造
所

形
式

機
器

名
称

型
式

及
び

番
号

製
造

年
月

日

測
定

者
氏

名

所
属

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
平

面
図

に
測

定
点

を
記

入
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

０
】

-
2
　

接
地

抵
抗

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

６
（
２

）

（
１

）
　

接
地

抵
抗

値
測

定
記

録

接
　

地
　

場
　

所
接

　
地

　
種

　
別

接
地

抵
抗

測
定

値
Ω

最
小

許
容

接
地

抵
抗

値
Ω

判
  

定
備

  
  

　
　

　
考

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
接

地
抵

抗
測

定
値

が
、

測
定

器
の

数
値

（
最

大
）
を

越
え

る
場

合
は

最
大

値
を

記
入

す
る

。
３

．
最

小
許

容
接

地
抵

抗
値

は
、

標
準

仕
様

書
の

数
値

を
記

入
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

１
】

-
1
　

コ
ン

セ
ン

ト
極

性
・

電
圧

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

７
（
１

）

コ
ン

セ
ン

ト
極

性
 ・

 電
圧

値
測

定
記

録
報

告
書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

時
刻

天
候

等
天

候
気

温
℃

湿
度

％

測
定

器
製

造
所

形
式

機
器

名
称

型
式

及
び

番
号

製
造

年
月

日

測
定

者
氏

名

所
属

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
平

面
図

に
測

定
点

を
記

入
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

１
】

-
2
　

コ
ン

セ
ン

ト
極

性
・

電
圧

値
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

７
（
２

）

（
１

）
　

コ
ン

セ
ン

ト
極

性
・
電

圧
値

測
定

記
録

負
荷

名
称

回
路

番
号

電
圧

規
定

値
電

圧
測

定
値

判
  
定

備
  
  
　

　
　

考

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。

114



【
書

類
番

号
４

２
】

-
1
　

照
度

測
定

記
録

報
告

書
（

参
考

）
様

式
－

ａ
１

８
（
１

）

照
度

測
定

記
録

報
告

書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

測
定

器
製

造
所

形
式

機
器

名
称

型
式

及
び

番
号

製
造

年
月

日

測
定

者
氏

名

所
属

備
考

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
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【
書

類
番

号
４

２
】

-
2
　

照
度

測
定

記
録

報
告

書
（

参
考

）
様

式
－

ａ
１

８
（
２

）

（
１

）
　

照
度

測
定

記
録

　
照

度
測

定
値

　
（
単

位
：
Ｌ

ｘ
）
　

　
測

定
面

に
○

印
を

付
け

る

測
定

位
置

1
2

3
4

5
6

7
8

9

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
２

．
測

定
高

さ
：
事

務
室

、
会

議
室

等
は

床
面

上
７

５
ｃ
と

し
、

廊
下

、
和

室
等

は
床

面
と

す
る

。
た

だ
し

、
非

常
用

照
明

は
全

て
床

面
と

す
る

。

備
  

  
考

水
平

面
測

定
室

名
一

般
・
非

常
用

の
別

鉛
直

面
測

定
高

さ
(c

m
)

平
均

照
度
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【
書

類
番

号
４

３
】

-
1
　

テ
レ

ビ
電

界
強

度
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

９
（
１

）

テ
レ

ビ
電

界
強

度
測

定
記

録
報

告
書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

測
定

器
電

界
強

度
計

製
造

所
形

式

測
定

者
氏

名
日

本
有

線
テ

レ
ビ

ジ
ョ

ン
放

送
技

術
者

証
番

号
第

号

所
属

備
考

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
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【
書

類
番

号
４

３
】

-
2
　

テ
レ

ビ
電

界
強

度
測

定
記

録
報

告
書

（
参

考
）

様
式

－
ａ
１

９
（
２

）

テ
レ

ビ
電

界
強

度
測

定
記

録
 

 

受
信

チ
ャ

ン
ネ

ル
レ

ベ
ル

（
ｄ
Ｂ

）
備

　
　

　
考

測
定

か
所

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ｃ
ｈ

ア
ン

テ
ナ

入
力

ブ
ー

ス
タ

入
力

ブ
ー

ス
タ

レ
ベ

ル
を

（
　

）
で

記
入

（
　

　
　

）
（
　

　
　

）
（
　

　
　

）
（
　

　
　

）
（
　

　
　

）
（
　

　
　

）
（
　

　
　

）

直
列

ユ
ニ

ッ
ト

（
１

）

同
上

画
質

評
価

値

直
列

ユ
ニ

ッ
ト

（
２

）

同
上

画
質

評
価

値

備
考

　
用

紙
は

Ａ
４

ヨ
コ

と
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

４
】

-
1
　

冷
房

暖
房

温
度

ほ
か

測
定

記
録

報
告

書
（

参
考

）
様

式
－

ａ
２

０
（
１

）

冷
房

・
暖

房
・
温

度
（
湿

度
）
・
風

量
・
騒

音
測

定
記

録
報

告
書

施
設

名
称

測
定

年
月

日
令

和
　

　
年

　
　

月
　

　
日

天
　

　
候

（
）

風
向

及
び

風
速

測
定

機
具

ア
ネ

モ
マ

ス
タ

ー
（
温

湿
度

）
製

造
所

機
種

名

ア
ネ

モ
マ

ス
タ

ー
（
風

速
計

）
製

造
所

機
種

名

騒
音

計
製

造
所

機
種

名

測
定

者
氏

名

所
属

備
考

１
．

用
紙

は
Ａ

４
ヨ

コ
と

す
る

。
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【
書

類
番

号
４

４
】

-
2
　

冷
房

暖
房

温
度

ほ
か

測
定

記
録

報
告

書
（

参
考

）
様

式
－

ａ
２

０
（
２

）

 
設

　
　

計
　

　
条

　
　

件

外
気

温
度

（
　

　
）
℃

湿
度

（
　

　
）
℃

室
内

温
度

（
　

　
）
℃

湿
度

（
　

　
）
℃

温
度

（
湿

度
）
測

定
記

録

室
　

　
　

　
名

測
　

点
方

　
位

外
気

温
湿

度
室

内
温

湿
度

送
気

温
度

冷
水

温
度

温
水

温
度

測
定

時
刻

系
統

名
備

　
　

　
　

考

℃
%
R

H
℃

%
R

H
℃

℃
℃

時
　

　
分

又
は

階
数

1
Ｎ

Ｗ

所
長

室
2 3 1

会
議

室
2

（
測

定
方

法
）

(
3
)
　

室
内

の
温

度
の

ば
ら

つ
き

は
目

盛
り

グ
ラ

フ
に

転
記

し
チ

ェ
ッ

ク
す

る
。

（
注

）
用

紙
は

Ａ
４

ヨ
コ

と
す

る
。

(
1
)
　

冷
房

の
場

合
９

時
、

１
２

時
、

１
４

時
、

１
６

時
の

時
間

帯
に

分
け

測
定

し
、

上
記

の
記

録
用

紙
も

そ
の

時
間

帯
ご

と
に

変
え

て
記

録
し

て
い

く
。

建
物

平
面

図
に

機
器

及
び

測
点

を
記

入
し

た
も

の
を

添
付

す
る

。

点
数

は
監

督
員

と
協

議
す

る
。

１
時

間
間

隔
で

測
定

す
る

。
(
2
)
　

暖
房

の
場

合
立

ち
上

が
り

時
間

の
チ

ェ
ッ

ク
を

す
る

場
合

、
上

記
の

記
録

用
紙

で
３

０
分

間
隔

ご
と

に
２

時
間

（
計

５
回

　
開

始
直

前
を

含
む

）
行

い
目

盛
り

グ
ラ

フ
に

転
記

し
チ

ェ
ッ

ク
す

る
。
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【
書

類
番

号
４

４
】

-
3
　

冷
房

暖
房

温
度

ほ
か

測
定

記
録

報
告

書
（

参
考

）
様

式
－

ａ
２

０
（
３

）

 
送

風
機

仕
様

（
6
4
8
0
）


／
H

r×
（
3
6
）
m

m
A

g×
（
2
.2

）
K
W

送
風

機
台

数
台

送
風

機
定

格
電

流
（
6
.7

）
A

m
p

測
定

電
流

（
6
.7

）
A

m
p

風
量

測
定

記
録

有
効

面
積

平
均

風
速

測
定

風
量

設
計

風
量

シ
ャ

ッ
タ

ー
開

度
騒

　
音

㎡
m

/
ｓ

C
.M

.H
（
図

面
記

入
の

ｂ
）

％
ｄ
Ｂ

所
長

室

会
議

室

吹
出

口
の

場
合

　
正

面
面

積
×

平
均

風
速

×
3
,6

0
0

吹
込

口
の

場
合

　
自

由
面

積
×

平
均

風
速

×
3
,6

0
0

略
号

を
記

入
す

る
。

風
速

測
定

例
吹

出
口

矩
形

断
面

長
辺

方
向

両
端

1
/
1
0
W
を

除
き

1
0
0
～

1
3
0
@

短
辺

方
向

Ｗ
≧

4
0
0
の

場
合

２
列

、
Ｗ

＜
4
0
0
の

場
合

１
列

吹
込

口
矩

形
断

面
長

辺
方

向
両

端
1
/
1
0
W
を

除
き

1
5
0
～

2
0
0
@

短
辺

方
向

Ｗ
≧

4
0
0
の

場
合

２
列

、
Ｗ

＜
4
0
0
の

場
合

１
列

正
面

面
積

器
具

の
吹

出
口

の
面

積
（
通

常
ﾕ

ﾆ
ﾊ

ﾞｰ
ｻ

ﾙ
は

W
×

H
、

ｼ
ｰ

ﾘ
ﾝ
ｸ
ﾞﾃ

ﾞﾌ
ﾋ
ｭ
ｰ

ｻ
ﾞｰ

は
ｺ
ｰ

ﾝ
（
外

径
×

外
径

）
/
4
π

）
（
注

）
自

由
面

積
器

具
の

吸
込

口
の

面
積

×
開

口
率

（
通

常
ﾕ

ﾆ
ﾊ

ﾞｰ
ｻ

ﾙ
は

W
×

Ｈ
×

0
.7

以
下

）
用

紙
は

Ａ
４

ヨ
コ

と
す

る
。

但
し

、
ﾊ

ﾟﾝ
ﾁ
ﾝ
ｸ
ﾞﾊ

ﾟﾈ
ﾙ

は
吹

出
の

場
合

自
由

面
積

、
吸

込
の

場
合

正
面

面
積

を
使

用
す

る
。

室
　

　
　

　
名

測
　

点
吹

出
、

吸
込

口
型

並
び

に
寸

法
備

　
　

　
　

考
諸

調
整

し
た

箇
所

等
を

記
入

建
物

平
面

図
に

ダ
ク

ト
並

び
に

吹
出

、
吹

込
口

の
位

置
を

単
線

で
記

入
し

た
も

の
を

添
付

す
る

。

吹
出

、
吹

込
口

に
番

号
を

記
入

す
る

。
標

準
図

以
外

は
、

寸
法

・
開

口
率

を
記

入
す

る
。
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【書類番号４５】　浄化槽放流水質報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

浄化槽法第７条第１項による放流水質の測定結果について、別添のとおり提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

浄化槽放流水質の測定結果の提出について
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【書類番号４５】　浄化槽放流水質報告書（参考）
様式－ａ２１

令和　　年　　月　　日

浄化槽放流水水質報告書

工 事 名

工 事 場 所

工 期 自　令和　　年　　月　　日 ～ 至　令和　　年　　月　　日

水質調査年月日 令和　　年　　月　　日

測 定 者 　氏　名

　所　属

【 設 計 条 件 】

単独処理 ※合併処理 （・　現場施工　・　ユニット）

　・　分離ばっ気方式 　・　回転板接触方式

　・　分離接触ばっ気方式 　・　接触ばっ気方式

　・　その他（　　　　　　　　　　　　　） 　・　長時間ばっ気方式 

　・　その他（　　　　　　　　　　　　　）

処理能力 人　　槽

※処理水量 ｍ３／ｄ

※流入水質 放流水質

ＢＯＤ ｍｇ／㍑ ＢＯＤ ｍｇ／㍑

Ｓ　Ｓ ｍｇ／㍑ Ｓ　Ｓ ｍｇ／㍑

ＣＯＤ ｍｇ／㍑ ※ＣＯＤ ｍｇ／㍑

【 測 定 結 果 】

設置浄化槽 製造業者名

同上型番

測定値（３回／日　行い最大値を記入）

放流水質

ＢＯＤ ｍｇ／㍑

Ｓ　Ｓ ｍｇ／㍑

※ＣＯＤ ｍｇ／㍑

備考　※　は合併処理浄化槽に適用。

　　　　別紙として水質調査書（公的機関）を添付する。

備考　用紙はＡ４タテとする。
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【書類番号４６】　室内空気中の化学物質の測定結果報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

　

とおり提出します。

標準仕様書（１．５．９（ｃ））に基づき、室内空気中の化学物質の測定記録について、別添の

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

室内空気中の化学物質の測定記録報告書の提出について
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２
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【書類番号４７】　六価クロム試験結果報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

地盤改良工事における、六価クロム溶出試験結果について別添のとおり提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

六価クロム溶出試験結果報告書の提出について
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【書類番号４７】　六価クロム溶出試験結果報告書（参考）
様式－ａ２３

令和 年 月 日作成

工事名 事務所名

工事地名 工期 年 月 日～ 年 月 日

受注会社名称 記入者氏名

地盤改良の種類 土質

メーカー名 商品名

種類 工場名

微量成分含有量資料 有　　　（報告書に添付） 無

配合設計時の溶出試験（環境庁告示46号）実施件数 件

六価クロムが土壌環境基準値を超えたケース 有 無

施工後の溶出試験（環境庁告示46号）実施件数 件

六価クロムが土壌環境基準値を超えたケース 有 無

施工後の溶出試験（タンクリーチング）実施件数 件

六価クロムが土壌環境基準値を超えたケース 有 無

備　考

※ ①計量証明書（コピー）を添付する

地盤改良工事規模

固化剤の種類

六価クロム溶出試験結果報告書
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【書類番号４８】　アスベスト建材使用箇所等の事前調査について

様式－ｂ１３

（内容）

「●●棟石綿の有無調査報告書」　一式

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

ついて、別添のとおり提出します。

　●●棟解体にあたり、アスベスト建材使用箇所等事前調査を完了しましたので、調査結果に

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

アスベスト建材使用箇所等事前調査報告書の提出について
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【書類番号４９】　材料・機材の試験に伴う試験結果報告書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

　●●棟基礎部のコンクリート強度試験結果について別添にて提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　■承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

コンクリート強度試験結果について（●●棟基礎部：材齢２８日）

　（標準仕様書１．４．５及び６．９．３関連）

　➀圧縮強度試験成績書（標準養生）

　②圧縮強度試験成績書（現場水中養生）

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号５０】 工事履行報告書について（様式ｂ１４）

１． 工事履行報告書は、工事請負契約書第１１条に基づき、受発注者で工程管理を共

有するために作成するものであり、次の事項に留意する。

① 工事着手前に予定工程（％）を記入して監督職員へ提出するとともに、毎月末

に実施工程（％）を記入して、翌月５日までを目処に監督職員へ提出する。また、

記事欄には当該月の実施工程に係わる内容について記載する。

② 工事履行報告書は、監督職員が工程を把握し必要に応じて、工事促進の指示を

行うための書類である。

③ 実施工程（％）把握のための実施工程表及び出来高内訳書は、毎月末の報告時

に提出は求めないが、提示を求めることがある。
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【書類番号５０】　工事履行報告書について
毎月末の出来高を取りまとめて、翌月１日付けで監督職員に提出する。

様式－ｂ１４

～

（ 月分）

（記事欄）

工　事　履　行　報　告　書

工事名令和○○年度　○○棟建築工事

工期 令和○○年７月２日 令和○○年４月２０日

８月 10% 5% 庁舎棟土工事完了

日付 令和○○年３月１日 2

月　　別
予定工程　％

（　）は工程変更後
実施工程　％ 備　　考

７月 3% 2%
現場事務所設置
（当月末の主な履行内容を記
載）

９月 20% 9% 庁舎棟基礎完了

１０月 30%（20%） 18%
9月15日付け工程
フォローアップ

１１月 40%（35%） 33%

１２月 50%（45%） 46%

１月 70%（65%） 66%

２月 85%（80%）《70%》 72%
○○工追加変更
フォローアップ

３月 100%（100%）《90%》

４月 《100%》

主 任
監督員 監督員

現　場
代理人

主　任
（監理）
技術者

・9/15付け（関連○○工事との施工調整による工程見直し）
・2/1付け（○○工追加による予定出来高の変更及び工期延期による工程見直し）

押印 押印 押印 押印
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【書類番号５１】　請負工事既済部分検査請求書
事務手続き軽減のため副申は廃止する。（令和元年度８月６日付国四整技管第50号
「四国地方整備局請負工事監督検査事務取扱細則の運用の改定について」より

様式－ｂ１５

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名）
殿

（受注者） 印

工事請負契約書第38条第2項により 既済部分検査を請求し ます。

記

工　 　 　 　 事　 　 　 　 名

自

至

工　 　 　 　 　 　 　 　 　 期

請 負 工 事 既 済 部 分 検 査 請 求 書
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【書類番号５２】　工事の部分使用について
受注者は、工事請負契約書第3４条（部分使用）に基づき、工事目的物の引き渡し前

においても、工事目的物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用することができる。
その場合、受注者は監督職員による品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受ける
ものとする。

様式－ｂ１６

年月日：

受信者：「受注者名」又は『支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）』
殿

発信者：「支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）」又は『受注者名』

　標記について、下記のとおり部分使用することを、工事請負契約書第34条第1項

に基づき（ ）する。

1．使用目的

2．使用部分

3．使用期間 自
至

4．使用者

5．その他

(注) 1.（協議・承諾）には、いずれかに印をつける。
2.協議の場合は、受信者を「受注者名」、発信者を「支出又は分任支出

負担行為担当官（官職氏名）」として、発注者が作成する。
3.承諾の場合は、受信者を『支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏

名）』、発信者を『受注者名』として、受注者が作成する。

印

工事の部分使用について

協議　・　承諾

記
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【書類番号５３】　支給品受領書
　　　受注者は支給材料又は貸与品の引き渡しを受けたときは、工事請負契約書第15条（支給
　　材料及び貸与品）に基づき、引き渡しの日から7日以内に発注者に受領書又は借用書を提出
　　　しなければならない。

様式－ｂ１７

物品又は分任物品管理官（ 官職氏名） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
殿

年月日：

受注者　 （ 住所）

（ 氏名）
（ 現場代理人氏名） 印

　 　 　 下記のと おり 支給品を受領し まし た。

記

工 事 名

数　 　 　 　 　 　 　 　 量

前回まで 今　 回 累　 計

支　 　 給　 　 品　 　 受　 　 領　 　 書

契約年月日

品　 　 　 目 規　 格 単　 位 備　 　 　 　 考
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【書類番号５４】　支給品精算書
　　　受注者は工事完成時（完成前に工事工程上、支給材料の生産が可能な場合はその時点）
　　に支給品精算書を監督職員へ提出しなければならない。

様式－ｂ １ ８

年月日：

物品又は分任物品管理官（ 官職氏名） 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
殿

受注者　 （ 住所）

（ 氏名）
（ 現場代理人氏名） 印

　 下記のと おり 支給品を精算し ます。

記

工　 事　 名 契約年月日

支給数量 使用数量 残 数 量

※
上記精算について調査し たと こ ろ 事実に相違ないこ と を証明す

主任監督員 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　 　 年月日：

証　 明  欄
（ 官職氏名） 印

　 　 ( 注) 　 ※は主任監督員が記入する。
　 　 　 　 　

支　 　 給　 　 品　 　 精　 　 算　 　 書

品　 　 　 　 目 規　 　 格 単位

　 　 　 数　 　 　 　 　 　 　 　 量

備　 　 　 　 　 考

※物品管理簿登記

印
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【書類番号５５】　現場発生品調書
　　　工事施行に伴い、引き渡しが設計図書に明示されている場合及び監督職員に引き渡しを求め
　　られた場合に、監督職員から指示を受けた場所に発生材を整理のうえ「現場発生品調書」を添付
　　し発生材と主に引き渡す。
　　なお、引き渡し日は監督職員と協議により決定する。

様式－ｂ１９

　 年月日：

物品又は分任物品管理官（ 官職氏名） 　 　 　 　 　
殿

受注者　 （ 住所）

（ 氏名）
（ 現場代理人氏名） 印

　 年　 　 月　 　 日 工事

における下記の発生品を引き 渡し ます。

品　 　 　 　 名 規　 　 　 　 格 単　 位

現　 場　 発　 生　 品　 調　 書

付けをも っ て請負契約を締結し た

記

数　 　 　 　 量 摘　 　 　 　 　 　 要
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【書類番号５６】 工事週報（実施・予定）について（様式ａ２４）

１． 様式は参考様式とし、検査時期等が記載されたものであれば受注者の任意の様式

でも良い。

２． 実施工程表による施工順序及び全体工程の監視並びに監督職員等の立会時間等の

詳細な調整・確認を行うための資料として作成する。

①工事着手日から起算して、１週間毎に提出する。（現場における日々の職長会議等）

の結果を踏まえて、監督職員に立会や入居者等の調整時間を見込んで、週末まで

に監督職員に提出する。

②「実施」欄には、前週の実施分を記載する。また、「予定工程」欄には、今週及び

来週の予定工程・立会検査予定等を記載する。

③作業内容は実施済み作業を実線で、予定作業を点線で記載する。

（色分けする場合は、実施済み作業を赤色表示等とする。）

④「施工報告」には一工程の施工確認の報告事項を記載する。

⑤「立会検査等」は発注者側監督職員の行う行為を記載する。

⑥現道上工事において、予定工程に休日や夜間の作業予定を予め記載する場合は、

別途の「休日・夜間作業報告」に替えることが出来るものとする。

現道上工事以外での休日・夜間作業の届けは、口頭又はメール等による連絡でも

良い。

３． 週休２日促進工事摘要工事における「現場閉所」の実施に係る確認について

（平成３０年３月３０日付事務連絡「営繕工事における週休２日促進工事の実施

に係る「週休２日」の確認について」参照）

（※分離発注工事における受注者希望方式にあっては以下「現場閉所」を「現場休息」に読み替える。）

①週休２日促進工事を実施する工事にあっては、受注者が作成する「工事週報」に、

週休２日の「対象期間」、「現場閉所日数」、「現場閉所率」を記載し、監督職員に

提出する。

②監督職員は、これら「実施工程表等」をもって「現場閉所」の計画、実施状況に

ついて定期的に確認する。
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③確認のための「実施工程表等」は、「実施工程表」、「月間工程表」又は「工事週

報」を言い、工事の内容や工期などを考慮し、工事着手前に作成する資料を協議

により決めておくこと。
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【
書

類
番

号
５

６
】

　
工

事
週

報
　

（
現

場
閉

所
又

は
現

場
休

息
の

予
定

日
及

び
実

施
報

告
を

含
め

た
工

事
週

報
の

作
成

例
）

様
式

－
ａ
２

４
　

工
事

週
報

  
（
実

施
･予

定
)　

　
　

（
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載
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記

の
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お
り
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し
ま

す
。
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事

名
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○
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築
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事
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○
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）
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／
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4
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/
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/
1
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/
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2
0

1
1
/
2
1
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2
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/
2
3

1
1
/
2
4

作
業

内
容

曜
　

日
日

月
火

水
木

金
土

日
月

火
水

木
金

土
日

月
火

水
木

金
土

　

　
外

部
足

場
解

体

巾
木

・
廻

り
縁

　
サ

ｨデ
イ

ン
グ

下
地

　

サ
ッ

シ
ト

ロ
詰

仕
上

シ
ー

リ
ン

グ
ガ

ラ
ス

破
風

鼻
隠

し
板

金
･立

平
葺

き
　

　
金

属
系

サ
ｨデ

ィ
ン

グ
張

り

C
L
T
塗

装
工

事

屋
外

・
屋

内
配

線
、

分
電

盤
取

付
照

明
器

具
取

付

天
井

点
検

口
取

付
加

工
準

備
塀

加
工

塀
（
木

工
事

　
加

工
・
組

立
、

板
金

同
時

）

　
展

示
棟

外
壁

塗
装

（
下

地
調

整
・
下

塗
り

）
展

示
棟

外
壁

塗
装

（
上

塗
り

）

ホ
ー

ル
照

明
器

具
取

替
売

店
照

明
器

具
取

替

○
○

○ △
【
施

工
報

告
】

【
立

会
検

査
等

（
来

週
以

降
（
概

ね
１

カ
月

）
の

予
定

を
含

む
】

1
1
/
1
9
　

1
1
時

～
足

場
解

体
前

確
認

、
ガ

ラ
ス

施
工

前
確

認
、

売
店

仕
上

り
状

況
確

認
、

生
態

園
塗

装
状

況
確

認

　
　

　
　

　
1
4
時

～
定

例
会

議
（
書

類
確

認
）

現
場

閉
所

の
報

告
（
累

計
）

現
場

閉
所

の
日

数
：
１

２
日

1
1
/
1
5
  

9
時

～
塗

装
・
シ

ー
リ

ン
グ

材
料

検
査

対
象

期
間

の
日

数
：
３

９
日

現
場

閉
所

率
：
３

０
．

８
％

　
※

累
計

は
、

着
工

か
ら

当
該

週
末

ま
で

と
す

る
。

※
下

記
の

１
～

３
は

作
成

時
の

補
足

説
明

に
つ

き
、

作
成

時
に

削
除

し
て

良
い

。
１

．
週

報
は

、
工

期
初

め
か

ら
作

成
し

工
事

完
成

日
ま

で
作

成
す

る
こ

と
。

２
．

公
共

建
築

工
事

標
準

仕
様

書
1
.3

.5
(a

)(
1
)(
2
)【

建
築

工
事

の
場

合
】
に

基
づ

く
休

日
作

業
及

び
定

め
ら

れ
た

以
外

の
施

工
時

間
に

作
業

が
発

生
し

た
場

合
は

、
予

定
工

程
に

記
載

の
こ

と
。

３
．

こ
の

書
式

は
最

低
要

件
で

、
工

事
に

よ
り

追
加

し
て

も
差

し
支

え
な

い
。

４
．

分
離

発
注

工
事

の
場

合
は

「
現

場
閉

所
」
を

「
現

場
休

息
」
の

日
と

す
る

。

▲
監

督
員

打
合

せ
（
△

予
定

自
然

生
態

園
（
展

示
棟

）

木
工

事

塗
装

工
事

電
気

工
事

●
監

督
員

立
会

検
査

（
○

予
定

電
気

工
事

工
事

週
報

  
(実

施
)

工
事

週
報

  
（
今

週
予

定
工

程
）

工
事

週
報

  
（
来

週
予

定
工

程
）

左
官

工
事

中
央

駐
車

場
C

L
T
バ

ス
停

サ
ッ

シ
工

事

板
金

工
事

塗
装

工
事

提
出

書
類

作
成

木
工

事

仮
設

工
事

現 場 閉 所

現 場 閉 所

現 場 閉 所 予 定

現 場 閉 所 予 定

現 場 閉 所 予 定

現 場 閉 所 予 定

（
参

考
）

実
施

の
記

載
例

（
文

字
や

線
は

黒
色

表
示

で
も

よ
い

）
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【書類番号５７】 工事月間工程表について（様式ａ２５）

１． 様式は参考様式とし、立会時期や施工図等書類提出時期等が記載されたものであ

れば受注者の任意の様式でも良い。

２． 実施工程表による施工順序及び全体工程の監視並びに短期的な関連工事等との

工程調整・入居者等への周知を行うための資料として必要に応じて作成する。

①毎月月末までに、次月の予定月間工程表を作成し、監督職員に提出する。

②予定工程は、実施工程表の当月の最新予定工程を記入する。

③「提出内容」欄は、施工図、施工計画書等の当月中に承諾の必要な書類等の提出

予定を記載する。

３． 週休２日促進工事適用工事における「現場閉所」の実施に係る確認について

（平成３０年３月３０日付事務連絡「営繕工事における週休２日促進工事の実施

に係る「週休２日」の確認について」参照）

（※分離発注工事における受注者希望方式にあっては以下「現場閉所」を「現場休息」に読み替える。）

①週休２日促進工事を実施する工事にあっては、受注者が作成する「工事月間工程

表」に、週休２日の「対象期間」、「現場閉所日数」、「現場閉所率」を記載し、

監督職員に提出する。

②監督職員は、これら「実施工程表等」をもって「現場閉所」の計画、実施状況に

ついて定期的に確認する。

③確認のための「実施工程表等」は、「実施工程表」、「月間工程表」又は「工事週

報」を言い、工事の内容や工期などを考慮し、工事着手前に作成する資料を協議

により決めておくこと。
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工
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落
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災
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の
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現 場 閉 所

現 場 閉 所

現 場 休 息

現 場 閉 所

現 場 休 息

現 場 閉 所

現 場 閉 所

現 場 閉 所

参
考

実
施

の
記

載
例
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【書類番号５８】－１　　是正等の措置請求書（１２条１項）

様式－ａ２６（１）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      平成    年　　　月　　　日

　 　 　 　 受注者 殿

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名） 　 　 印

　是 正 等 の 措 置 請 求 書

                      
　令和　　年　　月　　日付けをもって請負契約を締結した次の工事について、工事

請負契約書第１２条第１項に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求する。
　

　　　工事名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　１．不適当と認められる者

　　　２．必要とする措置

　　　３．理由
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【書類番号５８】－２　　是正等の措置請求書（１２条２項）

様式－ａ２６（２）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      令和    年　　　月　　　日

　 　 　 　 受注者 殿

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名） 　 　 印

　是 正 等 の 措 置 請 求 書

                      
　令和　　年　　月　　日付けをもって請負契約を締結した次の工事について、工事

請負契約書第１２条第２項に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求する。
　

　　　工事名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　１．不適当と認められる者

　　　２．必要とする措置

　　　３．理由
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【書類番号５８】－３　　是正等の措置請求書（１２条４項）

様式－ａ２６（３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
                                                      令和    年　　　月　　　日

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名） 　 　 殿

受注者 　印

　是 正 等 の 措 置 請 求 書

                      
　令和　　年　　月　　日付けをもって請負契約を締結した次の工事について、工事

請負契約書第１２条第４項に基づき、下記のとおり是正等の措置を請求する。
　

　　　工事名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　１．不適当と認められる者

　　　２．必要とする措置

　　　３．理由
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【書類番号６０】 認定請求書について（様式ｂ２０）

１． 受注者は、中間前払金の支払いを請求しようとする場合は、予め発注者又は発注

者の指定する者の中間前払金に係わる認定を受ける必要があることから、発注者へ

「認定請求書」を提出しなければならない。（工事請負契約第３５条４項 前払金）

受注者は、工事打合せ簿に認定請求書及び関係書類（工事日数一覧表、工事履行

報告書）を添付して、監督職員に提出するものとする。

（１）様式

①工事打合せ簿（様式ｂ１３）

②認定請求書 （様式ｂ２０）

③工事履行報告書（様式ｂ１４）
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【書類番号６０】　認定請求書
　

様式－ｂ２０

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者） 印

認　　定　　請　　求　　書

工事請負契約書第35条第4項に基づき、下記工事の中間前金払の認定を請求します。

記

契　　約　　日

工　　事　　名

工　　　　　期 自

至

工  事  場  所

請 負 代 金 額 ￥

(注) 国庫債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の
出来高予定額を記入すること。
【記載例】

（出来高予定額） 平成○○年度 ￥　△△△

～ ～

平成□□年度 ￥　×××
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【書類番号６１】　指定部分完成通知書
設計図書で定められている、指定された部分の工事が完成した場合に提出する。
事務手続き軽減のため副申は廃止する。（令和元年度８月６日付国四整技管第50号
「四国地方整備局請負工事監督検査事務取扱細則の運用の改定について」より。

様式－ｂ２１

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事の指定部分は、 をもって完成したので工事請負

契約書第32条第1項に基づき通知します。

工事名

工　期 自 至

請負代金額 ￥

指定部分工期 自 至

指定部分に対する請負代金額 ￥

(注) 国庫債務負担行為に基づく契約の場合は請負代金額欄の下段に各年度の
出来高予定額を記入すること。
【記載例】

（出来高予定額） 平成○○年度 ￥　△△△
～ ～

平成□□年度 ￥　×××

指　定　部　分　完　成　通　知　書

印

　年　　月　　日

記
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【書類番号６２】　指定部分引渡書
設計図書で指定された部分の工事目的物が検査によって完成が確認された後に、監督
職員へ提出する。

様式－ｂ２２

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事の指定部分を工事請負契約書第39条第1項に基づき引渡します。

指　定　部　分　引　渡　書

印

工　　 事　　 名

指　定　部　分

全　体　工　期 自 至

指定部分に係る請
負代金額

￥

指定部分に係る検
査年月日

請　負　代　金　額 ￥

指定部分に係る工期 自 至
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【書類番号６３】　工期延期届
受注者は、天候の不良、関連工事の調整への協力その他、受注者の責に帰すことが

できない理由により工期内に工事を完成することができないときは、その理由を明示し、
「工期延期請求書」を監督職員に提出しなければならない。

様式－ｂ２３

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者名）

工事請負契約書第22条による工期の延長を下記のとおり請求します。

( 注)
1 必要により下記書類を添付すること。
a

b

c 写真、図面等
2 理由は詳細に記入すること。

記

印

工　期　延　期　届

工　　事　　名

契　約　月　日

工　　　　　期
自
至

工程表（契約当初工程と現在迄の実際の工程及び延長工程の3工程を対
象させ、詳細に記入）
天候表、気温表、湿度表、雨量表、積雪表、風速表等工期中と過去の平
均とを対照し最寄気象台等の証明等をうけること。

延　長　工　期
自
至

理　　　　　由
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【書類番号６４】　天災その他不可抗力による損害の通知

様式－ｂ２４

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（請負者名）

1． 工事名

2． 工期 自 至

3． 工事箇所

4． 天然現象

5． 被災状況（別紙内訳書及び写真）

6． 請負者のとった処置

(注) 1．監督職員に提出
2．1 天然現象は、降雨（24時間雨量、1時間雨量）、強風、地震、津波、高潮
   　及び豪雪に起因するものを記載する。
　 2 被災状況に用いる別紙内訳書には、様式-52を使用する。

　下記のとおり、天災、その他の不可抗力により損害を生じたので、工事
請負契約書第30条第1項により通知します。

印

天災その他の不可抗力による損害の通知について

記
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【書類番号６５】　賃金または物価変動に基づく変更請求

様式－ａ ２ ７

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名）
又は受注者名（ 受信者） 殿

受注者名又は
支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名） （ 発信者） 　

○○工事に係る賃金又は物価変動に基づく
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 請負代金額の変更請求について

　 　  現在施工中の○○工事について、 賃金水準又は物価水準の変動により 請負代金額が
　 不適当と なっ たと 認めたので、 工事請負契約書第２ ６ 条第１ 項により 請負代金額を変更さ
　 れるよう 請求し ます。
　 　 また、 変動前残工事代金額の算定の基礎と なる当該請求時の出来形部分の確認の日
　 を定めたく 下記のと おり 協議し ます。

　 　 　 　 　 　 確認予定年月日　 　 　 　 　 　 　 令和　 　 　 年　 　 　 月　 　 　 日

　 　 　 　 上記確認予定年月日については、 承諾し ます。

支出又は分任支出負担行為担当官（ 官職氏名） 又は受注者名（ 承諾者） 殿
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【書類番号６６】　修補完了届
　　受注者は、検査時に技術検査職員から修補指示書（工事打合せ簿：指示準用）により
　修補指示を受けた場合は、指示書に記載された期限内に修補を完了させ、修補完了届を
　監督職員に提出する。

様式－ｂ２６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日

　支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（受注者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　　　　　 　　　修　補　完　了　届

　　　　　　　年　　　　月　　　　日の（　　　　）検査において、指示されました

　　　修補部分については、下記のとおり完了しましたのでお届けいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　工  　事　　名

　　　契　　約　　額

　　　工  事  場　所

　　　契　　　　　約　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日
　　
　　　期　　　　　限　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日

　　　完　　　　　了　　　　　　　　　　　　　年 　　　月 　　　日

　　　修補、改造箇所及び補修内容

                                                                                  
                                                                                                     
－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－
　　（注）本文（　　　　）内には検査種類を記入する。
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【書類番号６７】　完成通知書
事務手続き軽減のため副申は廃止する。（令和元年度８月６日付国四整技管第50号
「四国地方整備局請負工事監督検査事務取扱細則の運用の改定について」より。

様式－ｂ２７

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事は をもって完成したので工事請負契約書

第32条第1項に基づき通知します。

1．工　事　名

2．請負代金額 ￥

3．契約年月日

4．工　　　期 自 至

(注) 本文の年月日は実際に完成した年月日を記載する

完　　成　　通　　知　　書

印

年　　月　　日

記
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【書類番号６８】　引渡書

様式－ｂ２８

年月日：

支出又は分任支出負担行為担当官（官職氏名）
殿

（受注者）

下記工事を工事請負契約書第32条第4項に基づき引渡します。

1．工事名

2．請負代金額 ￥

3．検査年月日

印

引　　　　渡　　　　書
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【書類番号７０】　予備品等引渡通知書
　　完成にあたって引き渡しの必要な工事完成図書、予備品及び付属品がある場合は、
　「予備品等引渡通知書」を添えて監督職員に提出する。
　　なお、引き渡し日は完成検査合格日とする。

様式－ａ２８

令和　　年　　月　　日

　主任監督員
殿

現場代理人

　　印

工事名

　上記工事において工事完成図書・鍵・工具・予備品等を別紙内容により

引き渡し致します

令和　　年　　月　　日

　現場代理人
殿

　上記工事において工事完成図書・鍵・工具・予備品等（別紙内容による）を

受領致しました。

主任監督員

　　印

予 備 品 等 引 渡 通 知 書

156



【書類番号７１】 創意工夫・社会性等に関する実施状況について

１． 受注者は、自ら立案実施した創意工夫や技術力に関する項目又は、地域社会への

貢献として評価できる項目について、工事完成時までに所定の様式により監督職員

に提出することが出来る。（特記仕様書の補足事項）

（１）様式（創意工夫・社会性等に関する実施状況）

・説明欄には、実施内容によりどのような効果があったか記載すること。

・新技術を創意工夫として提出する場合は、新技術活用計画書提出時点の NETIS
（URL http://www.netis.mlit.go.jp/NetisRev/NewIndex.asp）検索結果を添付するこ
と。
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【書類番号７１】　創意工夫・社会性等に関する実施状況について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

本工事における、創意工夫・社会性等に関する実施状況について、別添のとおり提出します。

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

創意工夫・社会性等に関する実施状況の提出について

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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様式－ａ２９（１）

□ □ 準備・後片付け

□ 施工関係

□ 品質関係

□ 安全衛生関係

□ 施工管理関係

□ 新技術活用

□ □ 地域への貢献等

（作成上の注意）
１．該当する項目の□を■に置き換える。
２．具体的な内容の説明として、写真・ポンチ絵等による説明資料を作成する。
３．創意工夫・社会性等に関する提案には、入札時に提出された技術提案にあるものは含めない。
４．NETIS登録技術の選定に当たっては、「公共工事等における新技術活用システム」（実施要領）

項目 評価内容 備考

創意工夫・社会性等に関する実施状況

工事名 受注者名

創意工夫 □測量・位置出しにおける工夫

自ら立案実施し
た創意工夫

□現地調査方法の工夫

□その他（

□施工に伴う器具・工具・装置類の工夫

□工場加工製品等の活用によるﾘｻｲｸﾙ等の積極的な取り組み

□各種施工方法の工夫

□照明・視界確保等の工夫

□施工管理及び品質向上等の工夫

□その他（

□ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ工法等の採用による工期短縮等の工夫

□各種仮設施工等の工夫

□既存施設・近隣等に対する騒音・振動対策等の工夫

□保全への配慮による材料選定・施工方法等の工夫

□作業の安全性向上のための施工方法等の工夫

□その他（

□集計ｿﾌﾄ等の活用と工夫

□躯体工事の品質管理の工夫

□建築材料・機材の検査・試験に関する工夫

□施工の検査・試験に関する工夫

□品質記録方法の工夫

□出来形・品質に関する計測等の工夫及び集計の工夫

□安全仮設備等の工夫

□安全衛生教育・講習会・ﾊﾟﾄﾛｰﾙ等に関する工夫

□現場事務所、休憩所等の環境向上の工夫

□酸欠対策・有毒ｶﾞｽ・可燃ｶﾞｽの処理または、粉塵防止策等の工夫

□周辺道路等の事故防止または一般交通確保等のための工夫

□改修工事における既存施設利用者等に対する安全対策の工夫

□作業時における作業環境改善等の工夫

□ｺﾞﾐの減量化、ｱｲﾄﾞﾘﾝｸﾞｽﾄｯﾌﾟの励行等の地球環境への工夫

□その他（

□出来形の管理等に関する工夫

□施工計画書または写真記録等に関する工夫

　　を参照のこと。

□CAD、施工管理ｿﾌﾄ等の活用

□施工合理化技術を活用した施工管理の工夫

□その他（

□NETIS登録技術の活用

□その他（

社会性等 □災害時等に地域への救援活動等に協力

地域社会や住民
に対する貢献

□周辺環境への配慮

□現場環境の周辺地域との調和

□地域住民とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

□その他（
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様式－ａ２９（２）

 

創意工夫・社会性等に関する実施状況

工　事　名

項　　　目 評価内容

提案内容

（説明）

(添付図）

　　　※　添付図は実施状況写真でも良い。

説明資料は簡潔に作成するものとし、必要に応じて別葉とする

　　　※　説明欄には、実施内容によりどのような効果があったかを記載すること。
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【書類番号７５】　再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

別添のとおり提出します。

※注）計画書・実施書は「建設副産物情報交換システム（COBRIS）により作成してください。

　建設リサイクル法に基づき、再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書について

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

《工事完了後：記載例》

再生資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書の提出について
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元
請

業
者

が
法

人
の

場
合

、
「
法

人
番

号
公

表
サ

イ
ト

」で
検

索
し

法
人

番
号

を
記

入

選
択

間
違

い
に

注
意

着
工

年
月

日
＜

竣
工

年
月

日

万
円

単
位

建
築

・
解

体
工

事
の

場
合

は
記

入
。

た
だ

し
、

解
体

工
事

に
つ

い
て

は
建

築
面

積
を

記
入

し
な

く
て

も
可

。

単
位

と
選

択
間

違
い

に
注

意

エ
ク

セ
ル

印
刷

範
囲

外
に

あ
る

住
所

コ
ー

ド
検

索
機

能
で

検
索

し
、

転
記

。
転

記
間

違
い

に
注

意
現

場
内

利
用

が
あ

っ
た

場
合

は
、

次
頁

の
2.

建
設

副
産

物
搬

出
実

施
に

も
必

ず
記

入

品
目

毎
の

供
給

元
施

設
、

工
事

等
が

３
箇

所
以

上
あ

る
場

合
は

、
シ

ー
ト

2枚
目

以
降

を
利

用
し

て
く
だ

さ
い

。

工
事

概
要

は
1/

4頁
目

の
計

画
書

に
記

入
し

た
も

の
が

3/
4頁

目
に

反
映

さ
れ

ま
す

。

計
画

書
（
建

リ
法

11
条

通
知

対
応

）
は

1/
4,

2/
4頁

目
に

記
入

、
実

施
書

（建
リ

法
18

条
報

告
、

）
は

3/
4,

4/
4頁

目
に

記
入

発
注

機
関

の
選

択
間

違
い

に
注

意

※
最

後
に

必
ず

印
刷

し
て

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。

※
行

が
複

数
有

り
、

１
ペ

ー
ジ

目
に

収
ま

ら
な

い
場

合
は

。
シ

ー
ト

２
枚

目
以

降
を

利
用

し
て

く
だ

さ
い

。
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様
式

２
再

生
資

源
利

用
促

進
実

施
書

　
－

建
設

副
産

物
搬

出
工

事
用

－
建

築
工

事
に

お
い

て
、

解
体

と
新

築
工

事
を

一
体

的
に

施
工

す
る

場
合

は
、

解
体

分
と

1
.工

事
概

要
表

面
（
様

式
１

）
に

必
ず

ご
記

入
下

さ
い

新
築

分
の

数
量

を
区

分
し

、
そ

れ
ぞ

れ
別

に
様

式
を

作
成

し
て

下
さ

い
。

2
.建

設
副

産
物

搬
出

実
施

2
ヶ

所
ま

で
記

入
で

き
ま

す
。

3
ヶ

所
以

上
に

②
+
③

+
⑤

わ
た

る
時

は
、

用
紙

を
換

え
て

下
さ

い
。

km
ト

ン
ト

ン

ト
ン

ト
ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
ト

ン
％
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ト

ン
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ン
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ン
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ト
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％
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％
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％
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％
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％
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％
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％
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％

km
ト
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ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
ト

ン

ト
ン

km
ト

ン
ト

ン
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

km
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
地

山
ｍ

3
％

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

地
山

ｍ
3

％

コ
ー

ド
*
1
0

コ
ー

ド
*
1
1

コ
ー

ド
*
1
2

コ
ー

ド
*
1
3

1
.路

盤
材

2
.裏

込
材

1
.焼

却
2
.脱

水
施

工
条

件
に

つ
い

て
【
建

設
廃

棄
物

の
場

合
】

【
建

設
発

生
土

の
場

合
】

3
.埋

戻
し

材
3
.天

日
乾

燥
1
.Ａ

指
定

処
分

1
.売

却
8
.廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
海

面
処

分
場

）
1
.売

却
6
.工

事
予

定
地

・
仮

置
場

・
ｽ

ﾄｯ
ｸ
ﾔ

ｰ
ﾄﾞ

4
.そ

の
他

4
.そ

の
他

（
発

注
時

に
指

定
さ

れ
た

も
の

）
2
.他

の
工

事
現

場
9
.廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
内

陸
処

分
場

）
2
.他

の
工

事
現

場
（
内

陸
）

（
再

利
用

の
目

的
が

な
い

場
合

）
2
.Ｂ

指
定

処
分

（
も

し
く
は

準
指

定
処

分
）

3
.広

域
認

定
制

度
に

よ
る

処
理

3
.他

の
工

事
現

場
（
海

面
）

7
.採

石
場

・
砂

利
採

取
跡

地
等

復
旧

事
業

注
記

）
（
発

注
時

に
は

指
定

さ
れ

て
い

な
い

が
、

4
.中

間
処

理
施

設
（
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
合

材
プ

ラ
ン

ト
）

た
だ

し
、

廃
棄

物
最

終
処

分
場

を
除

く
8
.廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
覆

土
と

し
て

の
受

入
）

・
一

般
廃

棄
物

は
記

入
し

な
い

で
下

さ
い

。
発

注
後

に
設

計
変

更
し

指
定

処
分

と
さ

れ
た

も
の

）
5
.中

間
処

理
施

設
（
合

材
プ

ラ
ン

ト
以

外
の

再
資

源
化

施
設

）
4
.土

質
改

良
プ

ラ
ン

ト
9
.廃

棄
物

最
終

処
分

場
（
覆

土
以

外
の

受
入

）
・

土
壌

汚
染

対
策

法
に

基
づ

き
処

理
す

る
土

壌
は

記
入

し
な

い
で

下
さ

い
。

3
.自

由
処

分
6
.中

間
処

理
施

設
（
サ

ー
マ

ル
リ

サ
イ

ク
ル

）
5
.工

事
予

定
地

・
仮

置
場

・
ｽ

ﾄｯ
ｸ
ﾔ

ｰ
ﾄﾞ

1
0
.土

捨
場

・
残

土
処

分
場

7
.中

間
処

理
施

設
（
単

純
焼

却
）

（
再

利
用

の
目

的
が

あ
る

場
合

）
※

 6
,9

,1
0
へ

搬
出

し
た

場
合

は
、

有
効

利
用

と
み

な
さ

れ
ま

せ
ん

。

○
○

道
路

（
株

）
×

×
工

場
民

間

0

0
.0

0
0

0

8
0

0
.0

0
0

埼
玉

県
上

尾
市

1
-
1
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1
1
2
1
9

1
0

5
.中

合
外

7
2
.0

0
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3
0
2
.0
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0

（
％

）
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0
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○

（
株

）
チ

ッ
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場
埼

玉
県

川
越

市
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－
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－

2
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2
0
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1
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5
.中

合
外

（
株

）
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処
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施
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埼
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9 0
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1
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0
0

1
.8

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

3
0
2
.0

0
0

住
所

コ
ー

ド
運

搬
距

離
う

ち
現

場
内

改
良

分
う

ち
現

場
内

十
一

①

現
場

内
利

用
・
減

量
現

　
場

　
外

　
搬

　
出

　
に

　
つ

　
い

　
て

⑤
再

生
資

源

利
用

促
進

量
小

数
点

第
三

位
ま

で
小

数
点

第
三

位
ま

で

施
工

条
件

の

内
容

ｺ
ｰ

ﾄ
ﾞ＊

1
2

搬
出

先

の
種

類

ｺ
ｰ

ﾄ
ﾞ

*
1
3

④
現

場
外

搬
出

量

*
4

埼
玉

県
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尾
市
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－
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－

4
1
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2
1
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1
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5
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合
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0
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い
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－
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工
(陸

)
7
0
0
.0

0
0

■
■

■
■

工
事

A
指

定
処

分
東

京
都

港
区

○
○

1
－

1
－

1
1
3
1
0
3

3
3

2
.他

工
(陸

)
1
,3

0
0
.0

0
0

埼
玉

県
桶

川
市

○
○

3
－

3
－

3
1
1
2
3
1

2
0

1
0
.土

捨
場

4
2
2
.0

0
0

★
★

★
★

工
事

A
指

定
処

分
東

京
都

港
区

×
×

2
－

2
－

2
1
3
1
0
3

3
2

2
.他

工
(陸

)
6
0
3
.0

0
0

A
指

定
処

分

3
,0

2
5
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

0
.0

0
0

2
0
.0

0
0

0
.0

0
0

2,
60

3.
0
00

0
.0

0
0

0
.0

0
0

場
外

搬
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③
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①
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搬
出

先
1

民
間

搬
出

先
2

建
設
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生

木
材
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搬

出
先

1
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場
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搬
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搬
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○
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【書類番号７６】 覚書（設備工事関係）について（様式ａ３０）

１． 工事完成時に、気候及び関連工事等との調整その他により試運転調整・室内温湿

度測定等の全てが完了しない場合は、「覚書（設備関係工事）」を監督職員に提出す

る。

① 「覚書（設備関係工事）」は工事完成検査時に提出する。

② 試運転調整及び室内温度測定の時期は、監督職員と協議し調整する。

また、原則として監督職員の立会を求める。

③ 浄化槽放流水質報告書は、使用開始から約３ヶ月経過した日から５ヶ月以内程

度に指定検査機関で水質検査を行い報告する。

ただし、詳細な報告時期は監督職員と調協議し調整する。
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【書類番号７６】　覚書（設備工事関係）

様式－ａ３０ 　

令和 年 月 日

殿

現場代理人

氏　　　　 名 印

工 　事  名

上記工事の試運転調整・室内温湿度測定等は、下記の期日までに実施し報告いたします。

記

1 冷房試運転調整 　令和 年 月 日

2 暖房試運転調整 　令和 年 月 日

3 室内温湿度測定表(冷房時) 　令和 年 月 日

4 室内温湿度測定表(暖房時) 　令和 年 月 日

5 浄化槽放流水水質報告書 　令和 年 月 日

6 そ　　の　　他 　令和 年 月 日

・

・

主 任 監 督 員

覚  書  (  設  備  工  事  関  係  )
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【書類番号７７】　電子媒体納品書

様式－ａ３２

主任監督員

様

受注者

（現場代理人氏名）　　　　 印

下記のとおり電子媒体を納品します。

工事名 CORINS登録番号

電子媒体の種類 規格 単位 数量 作成年月日 備考

CD-R 部

DVD-R 部

令和　　年　　月　　日

電　子　媒　体　納　品　書

（住所）

（氏名）

記
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【書類番号８１】 地下埋設物確認書について（様式ａ３３）

１． 受注者は、特記仕様書の補足事項より「工事着手前の地下埋設物に対する措置」

に基づき、工事着手に先立ち、占用台帳等により綿密な事前調査を行い、十分現地

状況を把握のうえ工事着手することとされており、調査の結果地下埋設物が存在す

る場合には、関係官公庁、関係団体、占有者等の施設管理者及び監督職員等立会の

もと、当該物件の位置、深さ等の確認を行い、様式ａ３３（写し）にて監督職員

に提出する。

参照文書

令和２年６月１９日付け事務連絡「地下埋設物件に対する事故防止について」

（河川情報管理官ほか発）参照
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【書類番号８１】　地下埋設物確認書について

様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

工事着手にあたり、工事現場周辺の地下埋設物について関係機関との確認が完了しましたので

　　　　　　　　工事打合簿　　《添付用記載例》
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　■提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事

地下埋設物確認結果の提出について

別添のとおり提出します。

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員 監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印
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【書類番号８１】　地下埋設物確認書
様式－ａ３３

　●照会元記入

　確認申告者名（工事請負者）： ●●建設㈱　現場代理人■■■■ ㊞

：　令和　　　年　　　月　　　日

：　令和●年度　●●新築工事

：　一般国道　●●号

：　●●市●●町１２３－４５ （別添図）

：　令和　　　年　　　月　　　日　～　令和　　　年　　　月　　　日

　●照会先記入

占用物件

立会

管理者 要：○

　 否：×

埋設物：排水管路

確認者：
●●市水道局
●●　●●

埋設物：

確認者：  確認者：
●●市下水道課
●●　●●

埋設物：電線

確認者：●●　●●

埋設物：

確認者：  

：占用物件管理者として、施工区間（場所）が既占用物件に影響を与えるか否かを明確にする。

：既占用物件である管路またはマンホール等の施設名を明記する。（深度・条数・個数等は省略）

：確認を行った占用物件管理l者の所属・氏名および連絡先を明記（簡略）する。

：占用物件管理者として、施工者等に対して要請（要望）等すべき事項を必ず明記する。

：1管理者が複数の埋設物を管理し、埋設物毎に対応方針が異なる場合は、個々に記載すること。

1.　地下埋設物の確認

2.　埋　設　物

3.　確　認　者

4.　特　記　事　項

5.　そ　の　他

ガス

埋設物：

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和　　年　　月　　日

電力

埋設物：

○

現地にて試掘を行
い管位置を確認後、
施工する事。
なお、試掘において
は、立会要請を行う
こと。

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：１２３-４５６-７８９） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和  ●年   ●月 ●日 確認日：令和　　年　　月　　日

下水道

埋設物：なし

× 処置不要

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　） （TEL：１２３-４５６-７８９）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和  ●年   ●月 ●日

上水道

埋設物：

○
現地における立会
要請を行うこと

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：１２３-４５６-７８９） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和  ●年   ●月 ●日 確認日：令和　　年　　月　　日

　3.　路　線　名

　4.　施　工　場　所

　5.　施　工　時　期

地　下　埋　設　物　の　確　認
※重要な確認です。管理者の方針を明確に示すこと。

特 記 事 項

対応方針
（対応方針を必ず記

載すること）埋設されております。 埋設されておりません。

地　下　埋　設　物　確　認　書

下記工事を施工するので地下埋設物件について確認をお願いします。

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　)

（FAX：　　　　　-　　　　　-　　　　　)

　1.　照会年・月・日

　2.　工　事　名　　
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　●照会先記入

占用物件

立会

管理者 要：○

　 否：×

埋設物：

確認者：  

埋設物：

確認者：  

埋設物：

確認者：  

埋設物：

確認者：  

埋設物：光ケーブル

確認者：
●●国道出張所
●●　●●

：占用物件管理者として、施工区間（場所）が既占用物件に影響を与えるか否かを明確にする。

：既占用物件である管路またはマンホール等の施設名を明記する。（深度・条数・個数等は省略）

：確認を行った占用物件管理l者の所属・氏名および連絡先を明記（簡略）する。

：占用物件管理者として、施工者等に対して要請（要望）等すべき事項を必ず明記する。

：1管理者が複数の埋設物を管理し、埋設物毎に対応方針が異なる場合は、個々に記載すること。

注）この確認書は、当該工事の着手前に必ず、主任監督員に提出すること。

1.　地下埋設物の確認

2.　埋　設　物

3.　確　認　者

4.　特　記　事　項

5.　そ　の　他

国土交通省

埋設物：

○

・現地にて試掘を行
い管位置を確認後、
施工する事。
なお、試掘において
は、立会要請を行う
こと。
・試掘時の転落防止
対策を行うこと

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：１２３-４５６-７８９） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和  ●年   ●月 ●日 確認日：令和　　年　　月　　日

公安委員会

埋設物：

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和　　年　　月　　日

埋蔵文化財
調査

埋設物：なし

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和　　年　　月　　日

西南地域
ネットワーク

埋設物：

特 記 事 項

対応方針
（対応方針を必ず記

載すること）埋設されております。 埋設されておりません。

ＮＴＴ
ドコモ

埋設物：

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認者：　　　　　　　　　　　　　

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　） （TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和　　年　　月　　日

（TEL：　　　　　-　　　　　-　　　　　）

確認日：令和　　年　　月　　日 確認日：令和　　年　　月　　日

地　下　埋　設　物　の　確　認
※重要な確認です。管理者の方針を明確に示すこと。
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【書類番号８２】 工事事故報告書について（様式ａ３４）

１．工事事故

（１）用語の定義（工事事故とは）

①工事関係事故

工事現場内及び工事現場に隣接する場所に置いて、工事の施工に起因して工事

関係者に死亡者、負傷者等の被害を生じさせたもの。

（工事関係者に死傷者等は発生していないが、建設機械が転倒・転落等し死傷に

至る可能性がある場合も含む）

②公衆損害事故

第三者に死亡者負傷者等の被害又は物的損傷を与えたもの。

（現道上で工事を施工中に一般通行車両が原因となって工事関係者に死亡者、

負傷者等の被害が生じた場合〔いわゆる「もらい事故」〕も含む）

２．工事速報

受注者は、工事の施工中に事故が発生した場合には、直ちに監督職員に連絡し、

速やかに概要を報告するものとする。

速報段階での主な報告内容は以下のとおりである。

①事故発生日時

②事故発生場所

③被災者の状況（氏名、年齢、性別、職種、被災の程度、病院名など）

④事故の概要

⑤事故発生状況図、状況写真

⑥事故経過報告

⑦関係機関との対応内容報告

３．事故報告書

受注者は、監督職員から事故報告書の作成を指示された場合は、事故報告書を作

成しなければならない。

特記仕様書の補足事項「事故報告書」にて監督職員が指示する様式は、以下のと

おりである。なお、提出期限は監督職員からの作成指示後、１週間を目安とする。

№ 提出資料 内 容

１ 事故報告書 ①発注者用

（①発注者作成） ②受注者用

（②受注者作成） 当該作業に係わる作業員の配置が事故状況平面図でわかるように記入

※「建設工事事故データベースシステム」（ＳＡＳ）で入力した報告書

データを印刷する。
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２ 事故報告書 ①事故概要

（発注者作成） ・工事名 ・受注業者名 ・事故発生日時

・事故当時の作業内容

様式－ａ３４ ・その他関係項目（当該作業人員）（交通量昼 12h、夜 12h）等
（暫定報告時） ②被災、被害状況

・死亡事故、公衆損害事故は詳細に記入する。

③復旧経過報告

・死亡事故及び公衆損害事故について、事故発生から現時点までの

対応及び復旧経過等を時間経過を踏まえ、詳細に記入する。

（工事中止、再開等含む）

④警察との対応

・対応内容の取りまとめ

⑤労基との対応

・対応内容の取りまとめ

⑥その他

・施工体系図

３ 関係資格 ①加害者等の持っている関係車両等の資格、免許等

（受注者作成） ②関係車両の車検証及び点検票等

③その他関係資格、免許等

４ 安全打合せ記録 ①事故発生当日から１週間（７日）程度前までの関連するＫＹﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

（受注者作成） 記録、安全日誌、作業指示書等

５ 安全教育記録 ①事故発生前の安全教育、新規入場者教育等の資料

（受注者作成）

６ 診断書 ①診断書のコピーを添付

（受注者作成）

７ 施工計画書及び作 ①事故に直接関係ある箇所のみ添付

業手順書 （記載の無い場合は必要なし）

（受注者作成）

８ 特記仕様書 ①事故に直接関係ある箇所のみ添付

（受注者作成） （記載の無い場合は必要なし）

９ 工事打合せ簿 ①当該施工等の打合せ簿（指示、協議、承諾等）を添付

（受注者作成） （特に打合せがされていない場合は必要なし）

10 その他 ①その他説明上必要な資料

（受注者作成） 【事故概要図面】

位置図、平面図、事故の発生状況が分かる図面・写真

事故発生原因、再発防止策等を記載

※監督職員からＳＡＳによる報告書作成の指示があるまでの状況報告は様式ａ３４により行う。
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※「建設工事事故データベースシステム（ＳＡＳ）」 について

建設工事事故データベース登録対象となる工事事故にあっては、事故報告書の作成にあたっては、

ＳＡＳにより作成する。 (ＵＲＬ https://sas.hrr.mlit.go.jp/ )

ＳＡＳは、公共事業における一定規模以上の事故のデータを集積・利用するシステムです。

上記ＵＲＬによりＳＡＳにアクセスし、発注者から指示されたＩＤ及びパスワードでシステムへ

ログインすること。

建設工事事故データベースシステム（ＳＡＳ）の操作等に関する問い合わせ先

管理者：国土交通省 大臣官房 技術調査課（ＳＡＳ担当）

〒１００－８９１８ 東京都千代田区霞が関２丁目１番３号

電 話：０３－５２５３－８２２１

ＦＡＸ：０３－５２５３－１５３６
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【書類番号８２】　事故発生報告書
　注）建設工事工事事故データベース（ＳＡＳ）への登録は、監督職員の指示を受けた後に
　　　行うこと。

様式－ａ３４

国四整○○第○○○○号
令和○○年○○月○○日

　　　　（発注者）　　　　　　　　　殿

（受注者）○○建設株式会社

　　下記のとおり事故が発生したので報告する。

１．事故の種類：　○○災害
　※“労働災害” “もらい事故” “公衆災害（第三者・物損）” より選択して記入

   工　事 　名：　令和○○年度　○○○○工事
　 工 事 場 所：　○○市○○町○○地先　
　 請 負 金 額：　００，０００，０００－（当初）　
　　　　　　　　　００，０００，０００－（第１回（増 or 減）額変更）
　 工　　　期 ：　令和○○年○月○日～令和○○年○月○日
　 受注業者名 ：　○○○株式会社

２．事故発生日時及び天候
　 発生日時：　令和○○年○○月○○日　　　○○時○○分頃　　　天候　：　晴

３．事故発生場所
　 ○○市○○町地先　（位置図　別紙○参照）

４．事故当事者の住所、氏名、年令、職業及び使用者等の住所、氏名
　 加 害 者：　○○建設　○○○○（○歳）　○次下請　（施工体系図　別紙○参照）
　 被 害 者：　○○建設　○○○○（○歳）
　 被害車両：　○○○○　（○○　あ　○○-○○）

５．事故の発生状況及び応急措置
　　 ○○○○○○○○○○○○○○○○ ※簡潔に記載、箇条書きでも可

６．被害等の状況
　　 ○○○○○○○○○○○○○○○○

事　故　発　生　報　告　書　（第○報）

記
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７．その他参考となるべき事項

（1）被害者の過失相殺の要素となるべき事項について
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（2）事故発生を知った経緯
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（3）新聞等の報道状況
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（4）被害者からの賠償申立ての有無及びその経緯
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（5）主任監督員等の現場確認事項及び所見 ※発注者が記入

　　　○○○○○○○○○○○○○○○○ ※簡潔に記載、箇条書きでも可

（6）事務所長の所見 ※発注者が記入

　　　○○○○○○○○○○○○○○○○ ※簡潔に記載、箇条書きでも可

（7）労働基準監督の所見
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（8）警察署の所見
　　　○○○○○○○○○○○○○○○○

（9）図面（事故発生時の現場に係る管内図、詳細図等）・・・・ 別紙○○参照
　 　位置図、事故発生状況図

（10）写真（現地状況及び事故等の写真）・・・・・・・・・・ 別紙○○参照

（11）事故経緯
     ○○：○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○事故発生
     ○○：○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○から○○に連絡
     ○○：○○　　○○○○○○○○○○○○○○○○○○
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【書類番号８３】 交通誘導警備員について（様式ａ３５）

１． 交通誘導警備員の延べ人数について、当初設計においては特記仕様書の補足事項

に記載のとおりであるが、変更設計においては、現場条件毎に実働員人数（主任監

督員の認める）に精算変更を行うので、月別及び工事期間中の実績を監督職員まで

報告してください。

なお、集計人数の報告として参考集計表（様式ａ３５－１、２）を示すが、人数

や誘導時間等必要事項が確認できる内容であれば、受注者の任意の様式でも良い。

なお、集計内容の確認のため交通誘導警備員の「出面表」など出勤状況の提示を

求めることがあります。
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【書類番号８３】－１　交通誘導警備員集計表（全体）
様式－ａ３５－１

※延べ人数の算定において作業時間が８時間に満たない工事は８時間で除する。

8.0 8.9 ≑　9.0

交通誘導警備員種別： Ｂ

延人数  累計/９時間（８時間） 4.0 4.0 7.0 1.9

合計　（人／日）

合計 36.0 32.0 63.0 15.0

令和●年　１月 27.0 27.5 45.0 8.0

令和●年　２月 9.0 4.5 18.0 7.0

交通誘導警備員　時間数・延人員集計表（全体）

年　月

交通誘導警備員

誘導時間数 20時～6時の誘導時間数

8h/日以上 8h/日未満 8h/日以上 8h/日未満
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【書類番号８３】－２　交通誘導警備員集計表（月別）
様式－ａ３５－２

令和●年度　●●新築工事

令和　●年　●月　●日　（令和　●年　●月度）

交通誘導警備員　（Ｂ）

9月1日 ～

9月1日 ～

9月2日 ～

9月3日 ～

9月4日 ～

9月5日 ～

9月6日 ～

9月7日 ～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

～

小計

2.0

3.4

1.0

0.5

注1） 表内に記入する各時間数は、休憩・休息時間を含む現場滞在時間を記入すること。

注2） ※1には、20時～6時の時間帯以外の誘導時間（休憩・休息時間を含む現場滞在時間）を記入すること。

注3） ※2には、20時～6時の時間帯の誘導時間(休憩・休息時間を含む現場滞在時間)を記入すること。

注4） 日当たり作業時間が8時間に満たない工事については、※1、※2には休憩・休息時間を含まない

       実作業時間を記入すること。（延べ人数の算定においては８時間で除する。）

注5） 準備・後片付け等に要する時間は、現場管理費(率計上)に含まれているため、別途集計を行わないこと。

h

h

h

h

h h

h

h

h

h

h

h

h

h

h

h

h

h

15:00

8:00 15:30

8:00 16:00

h

h

h

h

④/8時間 人 **.* 人

8:00 17:00

8:00 17:00

8:00 13:00

②/8時間 人 **.* 人

③/9時間 人 ** 人

20:00 0:00

20:00 5:00

当月人数 累計人数

①/9時間 人 ** 人

h 27.5

h

0 18

h

　 0 h

hh 9 h 4

h

h

　 0

　 0 h h

h h h

　 0

h

　 0

　 0 h h

h h h

h

　 0 h h

h

　 0

　 0 h h

h h h

h

　 0 h h h

h

　 0

　 0 h h

h h h

h

　 0 h h

h

　 0

　 0 h h

h h h

h

　 0 h h h

h

　 0

　 0 h h

h h h

h

●山太郎 無 9 h h 9  h

h

●山太郎 無 8

●山太郎 無 4 h h  

h 8 h h

4 h

●山太郎 無 9 h 7.5 h

●山太郎 無 5 h

●山太郎 無 7 h 7 h

5 h h h

h8:00

▲川二郎 有 9 9 h h

h h h●山太郎 無 9 9 h

h h

※2
２０時～６時の
誘導時間数

備考

：     ～     ：
時間
数 ①８ｈ/日

以上
②８ｈ/日

未満
③８ｈ/日

以上
④８ｈ/日

未満

交通誘導警備員集計表　（月別）
工　事　名 : 

日　　　付 :

誘導員種別 :

月 日
（曜日）

交通誘導
警備員
氏名

時間帯
指定の
有・無

交通整理現場滞在時間
（実績）

※1
誘導時間数
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【書類番号８４】 専用通信回線等の停止申請について

１． 工事の実施において既存の「専用通信回線」及び「各種システム」（以下、専用回

線等）の停止を必要とする場合は、特記仕様書の補足事項の記載に従い、予め専用

回線等の管理者へ停止のための申請を行い、承諾を得たたうえで実施すること。

専用回線等停止のための申請はデータ停止の有無や停止期間によって、承諾を必

要とする時期が異なるので、総括打合せ段階など早期に実施工程表等で停止時期を

明らかにし関係機関への申請手続きを行う必要がある。

参照文書

平成３０年８月３１日付け事務連絡「回線停止及びシステム停止の申請処理につ

いて」（企画部情報通信技術課長発）参照
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【書類番号８５】 路上規制予定表について（様式ａ３６）

１．路上規制を伴う工事の報告について

工事の施工において、路上規制を伴う作業を実施する場合は、特記仕様書の補足

事項の記載に従い、事前に道路管理者、交通管理者等と協議を行い、必要な手続き

を経たうえで実施すること。

路上規制に関する協議は新規、継続、変更、解除それぞれに応じて速やかに行わ

なければならない。

（１）様式

①様式ａ３６－１：路上規制を行う工事の情報

②様式ａ３６－２：規制内容が日々変化するもの、複数箇所で規制を行う工事

の情報

参照文書

「土木工事書類作成マニュアル」（9-11路上規制工事情報の四国ブロック道路
情報管理センターへの報告）参照
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【書類番号８５】－１　路上規制予定表（通行規制予定表）

様式－３６－１

　新規　　・　　変更（第　　　報）　　・　　解除 分類番号

週間予定表　　有　　・　　無

　　　　　

1 事務所名・担当部署 ○

2 路線区分 ○ ○ ○ ○

3 路線名 　　国　道 １１ 号（　現道　・　ＢＰ　） ○ ○ ○ ○

4 規制番号（事前の場合記入）

5 規制距離標 自 2.2 ｋｐ ○ ○ ○

（事前以外記入） 至 3.4 ｋｐ ○ ○ ○

6 規制場所 自 徳島 県 郡 徳島 市・町・村 ○ ○ ○ ○

（事前以外記入） 至 徳島 県 郡 徳島 市・町・村 ○ ○ ○ ○

7 規制開始日時 23 年 6 月 12 日 9 時 ００ 分 ○ ○ ○ ○

8 解除日時（予定・決定） 23 年 8 月 31 日 16 時 ００ 分 ○ ○ ○ ○

9 延　長（ｍ） ｍ  

10 規模 ○○年度　○○水道工事  

（災害概要・工事名・発生状況） ○

11 対応処置（工事内容）  

12 規制の原因 別紙参照し、記入 ○ ○ ○ ○

13 規制状況（規制内容） 　１　片側交互通行 別紙参照し、記入 ○ ○ ○ ○

14 規制形態 連続 ○ ○

15 規制方向 上下とも　・　上り　・　下り ○ ○

16 迂回路 　有　・　無　・　指定しない （路線名：　　  　　　　　　　　　　） ○

17 マスコミ対応

18 その他対応

（今後の見込み等）

19 参考（備考）

20 施工業者名 ○○建設

21 現場責任者名 山田　太郎

22 電話番号 会　社：　　　　　　　　　　　　　　　086-812-3456 現場：　090-1234-5678

23 携帯電話メールアドレス 09012345678 ＠docomo.ne.jp

24 占用業者名称 ○○市 ○ ○ ○

25 担当部署 山田　花子

26 電話番号 086-812-4567

27 メールアドレス ABCDEF ＠milit.go.jp

注意事項
1)１つの工事、災害等であっても複数路線（現道、バイパスも含む）に跨るケースについては、路線毎に様式－１を作成すること。
2）１つの工事、災害等であっても以下のケースについては、週間予定表を別途作成すること。
　　・複数の規制区間（場所）がある場合
　　・１日の内で複数の時間帯における規制（時間規制）が生じる場合
　　・１つの規制区間であっても日によって規制時間が変わる場合

4）「規制の原因」「規制状況（規制内容）」については、別紙の一覧より[名称]を記入すること。
5）占用工事の場合、「占用業者名称」「担当部署」「電話番号」などを、記入すること。
6)10.規模（災害概要・工事名・発生状況）の欄には「工事名」は必ず入力すること。
7)規制区分において「C工事（占用）」を選択した場合は、工事規模の欄に占用許可番号あるいは出張所受理番号記載してください
8)12.規制の原因の欄において「30調査・点検」の場合は、必ず10.工事規模の欄にその内容を記載すること。
　例）試掘、橋梁点検等

3）枠外の項目（インターネット・ｉモード・ＶＩＣＳ公開項目）に○が付いている箇所の内訳と、施工業者情報（20～23)については必ず内訳項目を
記入すること。

50字以内

50字以内

○ ○
50字以内

路上工
事時間
解析項

目

徳島河川国道事務所　　　　　　徳島国道維持出張所（監督官）

任意

VICS
公開
項目

　　国道　・　主要地方道　・　県道　・ 高速道路　・　その他 　　　

通行規制予定表

規制変更の問合
せに必要なため

必ず入力
工事会社情報

規制変更の問合
せに必要なため

必ず入力
占用発注者情報

繰返【毎日 ・ 平日（月～金） ・ 平日（月～土） ・ 休日】

400字以内

125字以内

４８　水道工事

　　’１２－１２３４５－０１１Ｇ

［規制区分：　A事故・災害　　Ｂ工事（直轄）　　Ｃ工事（占用）　　Ｄ事前　　Ｅ雪氷　　Ｆ気象　　Ｇその他　　］

発信日時　：　　　　年　　　月　　　日　　　時　　　分発信

項　　　　　　　目 内　　　　　　訳 備考欄

ｲﾝﾀｰ
ﾈｯﾄ
公開
項目

ｉモー
ド公
開項
目
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様式－ｂ１３

（内容）

上記について □指示　　□承諾　　□協議　　□通知　　□受理　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

上記について □了解　　□協議　　□提出　　□報告　　□届出　します。

□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年○○月○○日

監督員 現場技術員 現場代理人
主任(監理)

技術者

押印 押印 押印 押印 押印 押印

添付図　　　葉、その他添付図書

処
理
・
回
答

発
注
者

受
注
者

総括監督員 主任監督員

工事打合簿
発議者 □発注者　　　■受注者 発議年月日 令和○○年○○月○○日

発議事項 □指示　　□協議　　□通知　　□承諾　　□報告　　□提出　　□その他（　　）

工事名 令和○○年度　○○○○工事
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